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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

営業収入 （百万円）  318,356 295,374 298,696 302,610 333,813

経常利益 （百万円） 6,359 10,779 19,240 20,270 16,865

当期純利益 （百万円） 6,307 9,752 21,787 15,535 21,829

包括利益 （百万円） － 9,723 21,739 15,596 22,040

純資産額 （百万円） 87,367 96,723 117,629 131,314 149,994

総資産額 （百万円） 330,456 319,085 290,261 275,442 302,820

１株当たり純資産額 （円） 116.67 136.78 184.10 214.99 173.65

１株当たり当期純利益
金額

（円） 16.52 20.18 47.43 33.25 45.50

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

（円） 8.21 11.45 25.59 18.24 25.64

自己資本比率 （％） 26.4 30.3 40.5 47.7 49.5

自己資本利益率 （％） 8.4 10.6 20.3 12.5 15.5

株価収益率 （倍） 11.0 6.4 4.7 9.8 4.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,913 48,416 56,666 46,523 20,220

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △540 △152 1,608 △6,586 △25,560

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,708 △20,971 △50,150 △24,905 △14,069

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 65,245 92,534 100,654 115,706 96,413

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

（人）
7,257 7,226 3,712 3,940 5,088

[2,744] [2,986] [5,345] [5,804] [7,090]
 

（注）１  「営業収入」には、消費税等は含まれておりません。

２ 第88期から従業員数の算定方法を変更し、従業員数に含めていた契約社員を臨時従業員に含めて記載してお

ります。また、臨時従業員をフルタイム労働者に換算して人数を算出する方法に変更しております。

３ 第89期より、従来は営業外収益に計上しておりました「違約金収入」および「ローン事務手数料」を「営業

収入」に計上する方法に変更したため、第88期の関連する主要な経営指標等について当該表示方法の変更を

反映した遡及処理後の数値を記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

営業収入 （百万円） 194,832 168,360 165,362 158,895 101,388

経常利益 （百万円） 1,840 7,406 15,273 15,879 9,493

当期純利益 （百万円） 6,466 10,778 22,098 15,805 9,871

資本金 （百万円） 41,171 41,171 41,171 41,171 41,171

発行済株式総数 （株） 533,935,882 533,935,882 533,935,882 533,935,882 853,542,737

（うち、普通株式数）  (445,337,738) (445,337,738) (445,337,738) (445,337,738) (843,542,737)

（うち、優先株式数）  (88,598,144) (88,598,144) (88,598,144) (88,598,144) (10,000,000)

純資産額 （百万円） 79,606 90,000 111,217 125,150 132,972

総資産額 （百万円） 306,985 297,269 270,894 240,200 229,934

１株当たり純資産額 （円） 99.11 121.57 169.59 201.09 153.42

１株当たり配当額
（うち、１株当たり
中間配当額）

（円）

普通株式
－
 

第１種優先株式
10.08
(  －)

第２種優先株式
10.08
(  －)

第４種優先株式
8.00
(  －)

 
 
 
 
 

 

普通株式
－
 

第１種優先株式
9.328
(  －)

第２種優先株式
9.328
(  －)

第４種優先株式
8.00
(  －)

第７種優先株式
10.00
(  －)

第８種優先株式
10.00
(  －)

普通株式
2.50
(  －)

第１種優先株式
8.88
(  －)

第２種優先株式
8.88
(  －)

第４種優先株式
8.00
(  －)

第７種優先株式
10.00
(  －)

第８種優先株式
10.00
(  －)

普通株式
3.00
(  －)

第１種優先株式
8.84
(  －)

第２種優先株式
8.84
(  －)

第４種優先株式
8.84
(  －)

第７種優先株式
10.00
(  －)

第８種優先株式
10.00
(  －)

普通株式
3.00
( －)

第１種優先株式
8.44
(  －)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１株当たり当期純利益
金額

（円） 16.96 22.50 48.13 33.86 20.48

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

（円） 8.42 12.66 25.95 18.56 11.59

自己資本比率 （％） 25.9 30.3 41.1 52.1 57.8

自己資本利益率 （％） 9.6 12.7 22.0 13.4 7.6

株価収益率 （倍） 10.7 5.7 4.7 9.7 10.1

配当性向 （％） － － 5.2 8.9 14.6

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

（人）
1,384 1,236 1,071 1,053 957

  [137] [137] [126]
 

（注）１  「営業収入」には、消費税等は含まれておりません。

２ 第88期から従業員数の算定方法を変更し、従業員数に含めていた契約社員を臨時従業員に含めて記載してお

ります。また、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10以上となったため、[ ]内に年間平均人員を外数で

記載しております。

３ 第89期より、従来は営業外収益に計上しておりました「違約金収入」および「ローン事務手数料」を「営業

収入」に計上する方法に変更したため、第88期の関連する主要な経営指標等について当該表示方法の変更を

反映した遡及処理後の数値を記載しております。
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２ 【沿革】

当社は、大京観光株式会社（現  株式会社大京、実質上の存続会社）の株式額面金額を変更するため、昭和44年11

月30日を合併期日として、同社を吸収合併しました。合併前の当社は、休業状態であり、従いまして法律上消滅した

大京観光株式会社が実質上の存続会社であるため、以下特に記載のない限り、実質上の存続会社に関して記載してお

ります。

 

年月 沿革

昭和39年12月

昭和40年３月

 
昭和41年４月

昭和43年２月

昭和44年４月

昭和45年２月

昭和45年５月

昭和46年11月

昭和47年３月

昭和47年５月

昭和47年８月

昭和47年12月

昭和56年３月

昭和57年９月

昭和58年３月

昭和59年３月

昭和60年10月

昭和61年９月

昭和61年11月

昭和62年10月

 
 

平成元年８月

平成元年11月

平成２年１月

平成３年６月

平成６年４月

平成８年７月

平成８年10月

平成15年６月

平成15年７月

平成15年12月

平成16年４月

平成17年１月

平成17年６月

平成17年９月

平成17年10月

 
平成17年12月

東京都文京区に設立、レジャー用地分譲を開始。

東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目19番地（住居表示実施後、東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目19番18号）に

本社を移転。

沖縄大京観光株式会社を設立。

マンションの分譲を開始し、同時に宅地造成および建売住宅の分譲を開始。

大京管理株式会社を設立、不動産管理事業を開始。

大阪支店を開設。

名古屋支店を開設。

仙台支店を開設。

横浜支店を開設。

大京オーストラリア株式会社を設立。

九州支店を開設。

北海道支店を開設。

東京支店を開設。

東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

広島支店を開設。

東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

新橋支店を開設。

大阪証券取引所市場第一部に株式を上場。

北関東支店を開設。

株式会社大京に会社名を変更。

東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目24番13号に本社を移転。

仙台支店を東北支店に名称変更。

株式会社大京住宅流通に住宅流通事業部門（住宅流通センター）の営業を譲渡。

株式会社大京ログシステムを設立。

千葉支店を開設。

新橋支店を東東京支店に名称変更。

株式会社大京ログシステムを株式会社大京ライフに会社名を変更。

千葉支店を東関東支店に名称変更。

神戸支店を開設。

神戸支店を大阪支店に統合。

株式会社西日本大京を発足、九州支店・広島支店を統合。

株式会社北海道大京を発足、北海道支店を統合。

株式会社東北大京を発足、東北支店を統合。

オリックス株式会社と資本提携契約を締結。

委員会等設置会社へ移行。（会社法施行後、委員会設置会社。以下同様。）

東北支店、広島支店、九州支店を開設。

北海道支店を開設。（株式会社北海道大京、株式会社東北大京、株式会社西日本大京は大京管理株

式会社に吸収合併。）

大京管理株式会社、株式会社大京住宅流通を株式交換により完全子会社化。
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年月 沿革

平成18年６月

平成18年８月

平成19年３月

平成19年４月

 
 

平成19年８月

平成20年３月

平成20年４月

平成21年１月

平成21年３月

 
 

平成21年４月

 
平成21年６月

平成22年４月

平成24年１月

平成24年４月

平成25年３月

平成25年４月

 

大京オーストラリア株式会社の全株式を譲渡。

株式会社大京エル・デザインを設立。

沖縄支店を開設。

大京管理株式会社を株式会社大京アステージに、株式会社大京住宅流通を株式会社大京リアルドに

会社名を変更。

株式会社沖縄大京を株式会社大京アステージに吸収合併。

扶桑レクセル株式会社を株式交換により完全子会社化。

株式会社アセットウェーブの全株式を取得し、完全子会社化。

東京支店および東東京支店の機能を本社に集約。

株式会社扶桑エンジニアリングを設立。

扶桑レクセル株式会社を吸収合併。

大阪証券取引所市場第一部への上場を廃止。

オリックス・ファシリティーズ株式会社を株式交換により完全子会社化。

北関東支店、東関東支店および横浜支店の機能を本社に集約。

株式会社Ｊ・ＣＯＭＳの全株式を取得し、完全子会社化。

当社のエンジニアリング事業を吸収分割し、株式会社扶桑エンジニアリングに承継。

株式会社Ｊ・ＣＯＭＳを株式会社ジャパン・リビング・コミュニティに会社名を変更。

株式会社扶桑エンジニアリングの全株式を譲渡。

株式会社グランドアメニティの株式を取得し、連結子会社化。

株式会社アペックス和光を株式交換により連結子会社化。

株式会社穴吹工務店の全株式を取得し、完全子会社化。

株式会社ジャパン・リビング・コミュニティを株式会社大京アステージに吸収合併。

株式会社アセットウェーブを株式会社大京アセットウェーブに会社名を変更。
 

（注）１  平成26年４月１日付で、株式会社大京ライフは株式会社大京アステージに吸収合併されました。

２  平成26年４月１日付で、株式会社アペックス和光はオリックス・エンジニアリング株式会社を吸収合併し、

社名をオリックス・エンジニアリング株式会社に変更いたしました。

３  平成26年４月１日付で、株式会社穴吹エンジニアリングは株式会社穴吹工務店に吸収合併されました。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、商品・サービス別に事業活動を行う当社および子会社19社（国内16社、海外３社）で構成され、

不動産開発事業、不動産管理事業および不動産流通事業を行っております。

各事業の内容と当社および主な関係会社の当該事業における位置付けは、次のとおりであります。

なお、これらの区分は「第５  経理の状況  １  連結財務諸表等  (1)  連結財務諸表  注記事項（セグメント情報

等）」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

　

《不動産開発事業》

当社は、マンションの開発・分譲およびそれに附帯する事業を行っております。

㈱穴吹工務店は、建設工事全般の設計・施工、マンションの企画建設・販売等を行っております。

㈱穴吹エンジニアリングは、建築・土木の企画・設計・監理を行っております。

　

《不動産管理事業》

㈱大京アステージは、マンションの管理業務、計画修繕工事およびマンションの入居者向けサービス等を行って

おります。

㈱穴吹コミュニティは、マンションの管理業務、計画修繕工事およびマンションの入居者向けサービス等を行っ

ております。

㈱グランドアメニティは、マンションの管理業務、ビル・賃貸管理業務を行っております。

㈱大京ライフは、マンションの管理員請負業務等を行っております。

オリックス・ファシリティーズ㈱は、オフィスビル、商業施設等を中心としたビル管理業務、ビル等の新築設備

工事および解体工事等を行っております。

㈱アペックス和光は、電気設備工事を中心に、計装工事・空調衛生設備工事などの工事事業を行っております。

㈱穴吹建設は、一般請負工事、改修・修繕工事等を行っております。

㈱大京エル・デザインは、リフォーム工事およびマンションの入居者向けサービス等を行っております。

　

《不動産流通事業》

㈱大京リアルドは、マンション等不動産の売買仲介、不動産販売および賃貸・賃貸管理を行っております。

㈱穴吹不動産センターは、不動産売買仲介、不動産賃貸・賃貸管理を行っております。

㈱大京アセットウェーブは、事業用等不動産の売買仲介等を行っております。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金

（百万円）

主要な事業

の内容

議決権の所有

[被所有]

割合（％）

関係内容

（親会社）      

オリックス㈱             （注４） 東京都港区 219,546
法人金融

サービス事業

[64.1]

（0.0）
役員の兼任  １名

（連結子会社）      

㈱大京アステージ         （注５） 東京都渋谷区 1,237 不動産管理事業 100.0
当社マンションの管理

役員の兼任  １名

㈱大京リアルド 東京都渋谷区 1,413 不動産流通事業 100.0
役員の兼任  ２名

資金の貸付

㈱大京ライフ 東京都渋谷区 20 不動産管理事業
100.0

（86.0）
当社マンション清掃等

㈱大京エル・デザイン 東京都渋谷区 200 不動産管理事業 100.0 役員の兼任  １名

㈱大京アセットウェーブ 東京都渋谷区 30 不動産流通事業 100.0

㈱大京建設 東京都渋谷区 200 不動産管理事業 100.0

オリックス・ファシリティーズ㈱

                         （注６）
京都市下京区 857 不動産管理事業 100.0

オリックス・エンジニアリング㈱ 東京都渋谷区 20 不動産管理事業
100.0

（100.0）

㈱グランドアメニティ 広島市中区 50 不動産管理事業
98.0

（98.0）

㈱アペックス和光 東京都渋谷区 300 不動産管理事業
100.0

（100.0）

和光アキュテック㈱ 東京都台東区 25 不動産管理事業
100.0

（100.0）

㈱穴吹工務店             （注７） 香川県高松市 2,500 不動産開発事業
100.0

（0.1）
役員の兼任  ２名

㈱穴吹エンジニアリング 香川県高松市 30 不動産開発事業
100.0

（100.0）
役員の兼任  １名

㈱穴吹コミュニティ 香川県高松市 100 不動産管理事業
100.0

（100.0）
役員の兼任  １名

㈱穴吹建設 香川県高松市 100 不動産管理事業
100.0

（100.0）
役員の兼任  １名

㈱穴吹不動産センター 香川県高松市 30 不動産流通事業
100.0

（100.0）
役員の兼任  １名

台湾大京股份有限公司 台湾台北市
89

百万NT$
不動産開発事業 100.0

役員の兼任  ２名

資金の貸付

大京オーストラリア㈱

オーストラリア

クィーンズランド州

ブリスベン市

2,000

千A$
不動産開発事業 100.0

 

（注）１  主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２  議決権の所有[被所有]割合の（  ）内は、間接所有割合および間接被所有割合で内数であります。

３  上記の子会社は、いずれも特定子会社に該当いたしません。

４  有価証券報告書を提出しております。

５  営業収入（連結会社相互間の内部営業収入を除く。）の連結営業収入に占める割合が10％を超えておりま

す。

主要な損益情報等  ①  営業収入      77,793百万円

②  経常利益       5,909百万円

③  当期純利益     3,179百万円

④  純資産額       8,583百万円

⑤  総資産額      22,293百万円
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６  営業収入（連結会社相互間の内部営業収入を除く。）の連結営業収入に占める割合が10％を超えておりま

す。

主要な損益情報等  ①  営業収入      35,614百万円

②  経常利益       1,505百万円

③  当期純利益       902百万円

④  純資産額       5,002百万円

⑤  総資産額      12,842百万円

７  営業収入（連結会社相互間の内部営業収入を除く。）の連結営業収入に占める割合が10％を超えておりま

す。

主要な損益情報等  ①  営業収入      41,688百万円

②  経常利益      10,284百万円

③  当期純利益    16,826百万円

④  純資産額      36,155百万円

⑤  総資産額      46,969百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

（平成26年３月31日現在）

セグメントの名称 従業員数（人）

不動産開発事業 1,109 [74]

不動産管理事業 2,923 [6,743]

不動産流通事業 831 [215]

全社 225 [58]

合計 5,088 [7,090]
 

（注）１  従業員数は就業人員であり、連結会社以外への出向者21人を含んでおりません。また、臨時従業員（契約社

員を含む。）は[  ]内に年間平均人員を外数で記載しております。

２  全社は特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している従業員であります。

３  臨時従業員はフルタイム労働者に換算して人数を算出しております。

４ 従業員数が前連結会計年度末に比べて1,148人増加しておりますが、これは、主として㈱穴吹工務店およびそ

の子会社を連結子会社化したことによるものであります。

 

(2) 提出会社の状況

（平成26年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

957 42歳０ヵ月 12年０ヵ月 7,321,626
 

 
セグメントの名称 従業員数（人）

不動産開発事業 732 [68]

全社 225 [58]

合計 957 [126]
 

（注）１  従業員数は就業人員であり、出向者482人を含んでおりません。また、臨時従業員（契約社員を含む。）は

[  ]内に年間平均人員を外数で記載しております。

２  平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

３  全社は特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している従業員であります。

４  臨時従業員はフルタイム労働者に換算して人数を算出しております。

 

(3) 労働組合の状況

当社には労働組合はありませんが、一部の連結子会社には労働組合が結成されております。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による財政政策や日本銀行による金融政策などにより円安・株高基

調が続き、企業業績の改善や個人消費の持ち直しが見られるなど、緩やかな回復傾向となりました。

マンション市場におきましては、マンション建設における労務・資材コストの上昇に加え、一部の地域において

用地価格の上昇等も見られましたが、販売面における需要は底堅く、低金利や消費税増税に対する住宅取得優遇政

策などを背景に、契約率は順調に推移いたしました。

このような事業環境のもと当連結会計年度の業績は、連結子会社化した㈱穴吹工務店およびその子会社の寄与な

どにより、営業収入は3,338億13百万円（前期比312億2百万円増、10.3％増）となりましたが、㈱穴吹工務店および

その子会社の棚卸資産等について時価評価を行ったことにより、連結決算における営業利益への貢献は限定的であ

ること、また、主力のマンション販売において竣工戸数が前期に比べて少ない計画であったことなどから、営業利

益は181億28百万円（同39億72百万円減、18.0％減）、経常利益は168億65百万円（同34億5百万円減、16.8％減）と

なりました。当期純利益は㈱穴吹工務店の連結子会社化に伴う負ののれん発生益の計上などにより218億29百万円

（同62億94百万円増、40.5％増）となりました。

　

セグメントごとの業績は次のとおりであります。なお、各セグメントの金額はセグメント間取引を含んでおりま

す。

　

（セグメント別業績）   

区分

前連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

増減

営業収入
（百万円）

営業利益
（百万円）

営業収入
（百万円）

営業利益
（百万円）

営業収入
（百万円）

営業利益
（百万円）

不動産開発事業 158,899 14,923 142,765 9,182 △16,133 △5,740

不動産管理事業 122,620 8,317 158,257 9,690 35,636 1,372

不動産流通事業 23,183 1,223 36,632 2,388 13,449 1,164

調整額（消去又は全社） △2,092 △2,362 △3,841 △3,132 △1,749 △769

合計 302,610 22,101 333,813 18,128 31,202 △3,972
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①  不動産開発事業

連結子会社化した㈱穴吹工務店の寄与はあったものの、マンション販売において竣工戸数が前期に比べて少な

い計画であったことから、売上戸数は3,790戸（前期比171戸減）、売上高は1,321億3百万円（同206億46百万円

減）となり、不動産開発事業の営業収入は1,427億65百万円（同161億33百万円減）、営業利益は91億82百万円

（同57億40百万円減）となりました。

なお、当連結会計年度末におけるマンション既契約残高は2,317戸、820億80百万円（前期末比705戸増、169億

90百万円増）となりました。

 

＜主な売上計上物件（マンション分譲）＞

ライオンズ立川グランフォート 東京都立川市

ライオンズ仙台レジデンス 宮城県仙台市

ライオンズ武蔵境マスターズゲート 東京都武蔵野市

ライオンズ練馬レジデンス 東京都練馬区

サーパスシティ栗林公園ウエストテラス 香川県高松市
 

 

（営業収入内訳）    

区分
前連結会計年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

増減

不動産販売 （百万円） 155,195 135,654 △19,541

その他 （百万円） 3,704 7,111 3,407

合計 （百万円） 158,899 142,765 △16,133
 

 
（不動産販売の状況）   

 

区分

前連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

増減

戸数
金額

（百万円）
戸数

金額
（百万円）

戸数
金額

（百万円）

契約実績

マンション 3,295戸 125,895 3,229戸 114,702 △66戸 △11,192

戸建 11戸 731 35戸 1,303 24戸 571

その他 － 2,092 － 479 － △1,612

合計 3,306戸 128,719 3,264戸 116,485 △42戸 △12,234

売上実績

マンション 3,961戸 152,749 3,790戸 132,103 △171戸 △20,646

戸建 6戸 426 41戸 1,579 35戸 1,152

その他 － 2,019 － 1,971 － △47

合計 3,967戸 155,195 3,831戸 135,654 △136戸 △19,541

契約残高

マンション 1,612戸 65,090 2,317戸 82,080 705戸 16,990

戸建 5戸 304 2戸 93 △3戸 △211

その他 － 73 － － － △73

合計 1,617戸 65,468 2,319戸 82,173 702戸 16,705
 

（注）契約残高は連結会計年度末の残高であります。
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②  不動産管理事業

連結子会社化した㈱穴吹コミュニティおよび㈱穴吹建設が寄与したことなどにより、管理受託収入は801億25百

万円（前期比100億82百万円増）、請負工事収入は679億72百万円（同210億48百万円増）となりました。

これらの結果、不動産管理事業の営業収入は1,582億57百万円（同356億36百万円増）、営業利益は96億90百万

円（同13億72百万円増）となりました。

なお、当連結会計年度末におけるマンション管理受託戸数は516,658戸（前期末比73,187戸増）、請負工事受注

残高は236億66百万円（同79億12百万円増）となりました。

　

（営業収入内訳）    

区分
前連結会計年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

増減

管理受託 （百万円） 70,042 80,125 10,082

請負工事 （百万円） 46,923 67,972 21,048

その他 （百万円） 5,654 10,160 4,505

合計 （百万円） 122,620 158,257 35,636
 

 
（マンション管理受託戸数）   

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）
増減

マンション管理受託戸数 443,471戸 516,658戸 73,187戸
 

 
（請負工事の状況）    

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）
増減

受注残高 （百万円） 15,753 23,666 7,912
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③  不動産流通事業

売買仲介および不動産販売が好調に推移したことに加え、連結子会社化した㈱穴吹不動産センターが寄与した

ことなどにより、不動産流通事業の営業収入は366億32百万円（前期比134億49百万円増）、営業利益は23億88百

万円（同11億64百万円増）となりました。

　

（営業収入内訳）    

区分
前連結会計年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

増減

売買仲介 （百万円） 6,599 7,987 1,388

不動産販売 （百万円） 11,779 18,086 6,306

賃貸管理等 （百万円） 4,336 9,447 5,110

その他 （百万円） 467 1,111 643

合計 （百万円） 23,183 36,632 13,449
 

 
（売買仲介取扱実績）    

区分
前連結会計年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

増減

取扱件数 5,499件 6,840件 1,341件

取扱高 （百万円） 187,673 163,900 △23,772
 

 
（不動産販売の状況）    

区分

前連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

増減

戸数 金額
（百万円）

戸数 金額
（百万円）

戸数 金額
（百万円）

売上実績

マンション 595戸 11,355 827戸 18,010 232戸 6,655

その他 － 424 － 75 － △348

合計 595戸 11,779 827戸 18,086 232戸 6,306
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、964億13百万円（前期末比192億92

百万円減）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動による資金の増加は202億20百万円（前期は465億23百万円の増加）となり

ました。これは、税金等調整前当期純利益259億63百万円およびたな卸不動産の減少195億53百万円などにより資

金が増加した一方、負ののれん発生益102億13百万円、売上債権の増加42億51百万円および仕入債務の減少78億14

百万円などにより資金が減少したことによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動による資金の減少は255億60百万円（前期は65億86百万円の減少）となりま

した。これは、固定資産の取得20億95百万円、子会社株式の取得82億51百万円および定期預金の預入160億円など

によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動による資金の減少は140億69百万円（前期は249億5百万円の減少）となりま

した。これは、長期借入金の減少52億60百万円、更生債権等の弁済63億12百万円および配当金の支払21億57百万

円などによるものです。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

生産、受注及び販売の状況については、「１  業績等の概要」におけるセグメントの業績に関連付けて示しており

ます。
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３ 【対処すべき課題】

今後の経済見通しにつきましては、ウクライナ等の地政学的リスク、欧州における債務問題の長期化や中国をはじ

めとする新興国経済の成長鈍化など一部下振れリスクによる影響は懸念されるものの、米国経済の堅調な成長に牽引

され、世界経済全体としては緩やかな成長が続くと予測されます。

わが国経済につきましては、2020年の東京五輪開催決定や、政府成長戦略における国家戦略特区での規制緩和推進

など日本経済の成長を刺激する動きも見られ、今後も緩やかな回復傾向の継続が期待されます。一方で、当社グルー

プを取り巻く環境におきましては、マンション建設における労務・資材コスト上昇および用地価格上昇などが全国的

な拡がりを見せており、また、物価上昇や消費税率・社会保険料等の段階的な引き上げが及ぼすお客さまの購買意欲

の動向など当社グループのビジネスに影響を及ぼす不透明な要因につきまして引き続き注視する必要があります。加

えて、お客さまの価値観・ニーズは、社会構造や経済環境の変化、環境エネルギーをはじめとする技術革新の進展、

コスト削減意識の高まりなどにより、年々多様化・高度化を続けております。

このような事業環境のもと、当社グループではお客さまに選ばれる住生活をコアとした新しい「不動産サービス事

業」の実現を目指し、引き続き既存事業におけるイノベーションと国内外の新たなビジネス領域へのチャレンジを推

進し、お客さまにとって価値ある商品・サービスを提供してまいります。

　

①  フロー事業

・不動産開発事業

不動産開発事業におきましては、用地仕入における価格上昇や建築における労務・資材コスト上昇の影響等に

より、事業環境は厳しさを一段と増している状況であります。

このような中、当社グループにおきましては、大京および穴吹工務店が有するノウハウ・機能・体制などグ

ループ内のリソース・ネットワークを最大限活用し、お客さま満足度の高い、価値ある商品の開発・提供に努め

ていくとともに、仕入・建築・販売それぞれのプロセスにおいて、収益意識を徹底し、適正な収益の確保も図っ

てまいります。

また、今後につきましては、お客さまの多様化・高度化する価値観・ニーズに対応すべく、新築マンションに

次ぐビジネスの育成も必要となります。そのため、マンションデベロッパーとして培った商品企画・提案を特長

とした戸建ブランド「アリオンテラス」シリーズによる戸建事業のさらなる成長拡大や、サービス付高齢者向け

住宅事業などの新規事業にも積極的に取り組んでまいります。

　

②  ストック事業

・不動産管理事業

不動産管理事業におきましては、収益成長とお客さま満足度の向上を両立すべく、グループ内における人財の

適所配置や有効活用を図り、平成26年４月に事業部門内の企業・組織の再編を実施いたしました。今後、提供す

るサービスの品質や専門性をより一層高め、同業他社との差別化を推進することで、さらなる成長を目指してま

いります。

マンション管理におきましては、当社グループが管理しているマンションにお住いのお客さま・管理組合さま

との日常的な接点を今一度見直し、既存サービスの提供スピードや品質の向上、新規サービスの提案力向上に努

めることで、管理受託戸数業界№１グループとして、お客さま満足度の高い、価値あるサービスを提供してまい

ります。また、引き続き当社グループ外のマンション管理市場でのプレゼンス向上に努め、マンション管理受託

戸数の拡大につなげてまいります。

ビル管理におきましては、同業他社との競争激化に加えて、お客さまのコスト意識の高まりなど楽観できない

事業環境が継続しておりますが、太陽光発電設備のオペレーション・メンテナンス業務や、医療施設管理受託な

ど、専門分野の受注強化および新たな事業領域への積極展開を図ることで、成長・拡大を目指してまいります。

請負工事におきましては、マンション共用部分やビル・施設関連、そしてリフォームと、それぞれの分野にお

けるスペシャリストとしての地位確立を目指し、グループ管理物件からの確実な工事受注を推進してまいりま

す。また、新たなサービス・技術開発の推進により、同業他社との競争力を高め、当社グループ外市場からの工

事受注の拡大も目指してまいります。
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・不動産流通事業

不動産流通事業におきましては、良好な市場環境やこれまでの業務改革の成果を背景として、順調に業績を伸

ばしており、中長期的にも成長が期待される分野と位置付けております。今後さらに成長スピードを速めるた

め、店舗網の整備・拡充を行い、出店エリア内での認知度向上、シェアアップを図ることで、売買仲介取扱件数

およびリノベーションマンションブランド「Renoα（リノアルファ）」販売戸数のさらなる拡大を目指してまい

ります。加えて、お客さまの購入物件に関する設備保証等のアフターサービスを強化するなど、お客さま満足度

の向上ならびに競合他社との差別化を目指してまいります。

賃貸管理におきましては、賃貸管理戸数の拡大のため、既存サービス・オペレーションの両面において品質向

上を図り、プレゼンスを高めてまいります。また、あわせて、既存の賃貸管理サービスにとどまらない不動産全

般に関わるサービス提供が可能となる体制構築も進めてまいります。

EDINET提出書類

株式会社大京(E03929)

有価証券報告書

 17/126



 

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のある事項のうち、当連結会計年度末現在で重要と

思われる事項を記載しております。このため、今後の経済状況および経営状況によっては、現在重要なリスク要因で

はないと判断される事項が相対的に重要度を増すことや想定していない新たなリスク要因が発生する可能性がありま

す。

また、将来に関する記載は、当連結会計年度末現在において判断したものであり、今後の経済状況および経営状況

によっては、異なる状況になる可能性があります。

当社グループは、これらの発生する恐れのあるリスクを識別・評価し、管理することにより、最適なリスク管理体

制の構築に取り組んでまいります。

　

(1) 不動産市場リスク

不動産開発事業の主力であるマンション分譲の業績は、市場環境の影響を受けて大きく変動する可能性がありま

す。具体的には、地価動向、建築コスト動向および競合他社の供給動向・価格動向の影響を受けやすく、また金利

上昇、景気の停滞やそれに伴う企業収益および個人消費の悪化、不動産関連税制の変更など経済情勢の変化があっ

た場合には、住宅購入顧客の購買意欲の著しい減退等の影響により商品・保有資産等の価値が減少する可能性があ

り、これらは当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

  なお、当社グループが保有するたな卸資産について、市況の悪化等によりその価値が大きく減少した場合、たな

卸資産の評価損計上に伴う損失が発生し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

(2) 不動産管理市場リスク

不動産管理事業における管理受託料は、今後業界における価格水準低下が進行する可能性があり、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。

　

(3) その他の市場リスク（金融・株価・為替動向）

不動産開発事業の事業資金は、主に金融機関からの借入れにより調達しており、業績悪化による当社グループの

信用力の低下、金融情勢の悪化により調達が困難になった場合や現行の金利水準が想定を上回って大幅に変動した

場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

また、当社グループは上場および非上場の株式を保有しております。全般的かつ大幅な株価下落が生じた場合に

は保有有価証券に評価損が発生し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

さらに、当社グループは台湾およびオーストラリアに現地法人を保有しており、為替レートにより円換算後の価

値が影響を受ける可能性があります。

　

(4) 取引先の信用リスク

不動産開発事業および不動産管理事業においては、施工会社との間で工事請負契約を締結して建物の建築工事等

を行っており、施工会社が信用不安に陥った場合には工期遅延等の問題が発生し、また、万一取引先の信用低下に

より経済的損失が発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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(5) マンション分譲リスク

マンション分譲は、開発用地の調査・取得から商品設計、建築、販売活動を経て売上代金の回収に至るまで長期

間にわたるプロジェクトであり、かつ建築確認等の開発に必要な許認可の取得や近隣にお住まいの方々へのご説明

をはじめ様々な手続きを必要とするため、以下に記載するリスク要因が想定され、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。

 
①  近隣住民との紛争

マンションの開発に際しては、建築基準法、都市計画法その他関係する法令および行政の指導要綱等開発に必

要な許認可を取得することに加えて、周辺地域の暮らしや景観との調和、自然環境の保護などに十分配慮し、近

隣にお住まいの方々のご意見、ご要望を反映することに努めております。

しかしながら、近隣にお住まいの方々との協議の結果によっては、開発に必要な許認可を取得している場合に

おいても、当初の開発計画の工程遅延、販売計画の変更が生じることも想定され、その場合、事業展開に影響を

及ぼす可能性があります。

　

②  地中障害、土壌汚染等

マンション開発用地の取得にあたっては、あらかじめ対象用地の地中埋設物や、生活環境にふさわしくない化

学物質等の汚染の有無について可能な範囲で調査を実施しております。

また、開発用地の売買契約締結においては、当該リスクを排除するために売主へ瑕疵担保責任を負担させるな

ど、事業上のリスク回避に努めております。

しかしながら、予想外の損害が発生する場合や、発生した場合に売主の損害賠償責任の負担能力が欠落するこ

となどにより、当初の開発計画の工程遅延、コストの増加等、事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

　

③  瑕疵等の発生

マンションの建築工事については当社の基準により十分な建築技術を有する施工会社に発注を行うとともに、

各マンション着工時の施工技術の検討会をはじめ、独自の設計基準・品質管理基準による厳格な品質管理体制お

よび設計・施工の各段階において複数回のチェックを行うことなどにより、耐震性を含めた建築基準法を遵守す

る体制を整備しております。

しかしながら、設計・施工不良等の瑕疵を起因とした不測の事態が発生し、当社グループの責任が問われた場

合、補修工事や補償費等の負担が発生し、その内容や負担規模によっては、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。

　

(6) オペレーショナルリスク

当社グループが業務を遂行していくにあたっては各種のオペレーショナルリスクが存在し、例えば不適切な販売

行為、従業員による不正行為、事務処理のミス、労務管理での問題発生等のリスクが考えられます。当社グループ

は、オペレーショナルリスクをコントロールし、適正な管理水準を維持するよう努めておりますが、当該リスクの

顕在化により当社グループの信用失墜による売上の減少、損害賠償の発生など、当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。

　

(7) 法的規制リスク

当社グループの各事業には、不動産関連法制が適用されるため、将来において、宅地建物取引業法、建築基準

法、都市計画法、マンションの管理の適正化の推進に関する法律、建設業法等の不動産関連法制が変更された場

合、または、不動産関連法制が新設された場合には、新たな義務の発生、費用負担増加等により、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。
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(8) 個人情報リスク

当社グループは、不動産購入顧客ならびに購入検討顧客や不動産管理業務における区分所有者等の多くの個人情

報を保有しております。個人情報保護法にしたがって、個人情報の取扱いに関するルールを設けるなど体制の整備

に取り組んでおりますが、不測の事態により、万が一、個人情報が外部へ流出、漏洩するような事態が発生した場

合、当社グループの信用失墜による売上の減少、損害賠償の発生など、当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。

　

(9) システムリスク

コンピュータシステムについては、データのバックアップ確保等の安全対策を講じ万全を期しておりますが、不

測のトラブルにより、システムが停止するといった障害が発生した場合には、当社グループの業務処理、営業活動

に大きな影響を及ぼし、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

(10) 災害リスク

地震、風水害等の自然災害および事故、火災、テロ等の人的災害が発生した場合には、当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。

　

(11) 繰延税金資産

当社グループは、税務上の繰越欠損金が発生しており、当該繰越欠損金に対して繰延税金資産を計上しておりま

す。繰延税金資産につきましては、将来の課税所得に関する予測に基づき回収可能性を慎重に検討したうえで計上

しておりますが、今後の業績動向等により、計上額の見直しが必要となった場合には、当社グループの当期純利益

に影響を与える可能性があります。

なお、当該繰越欠損金が消滅した段階においては通常の税率に基づく法人税等の税金が発生し、当社グループの

当期純利益およびキャッシュ・フローに影響を与えることとなります。

　

(12) のれん

当社グループは、企業買収に伴い発生した相当額ののれんを計上しております。当社グループは、当該のれんに

つきまして、それぞれの事業価値および事業統合による将来のシナジー効果が発揮された結果得られる将来の収益

力を適切に反映したものと考えておりますが、事業環境や競合状況の変化等により期待する成果が得られない場

合、減損損失が発生し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

(13) 優先株式

当社の発行した第１種優先株式（以下「優先株式」）については、取得請求権が付与されており、優先株主は優

先株式の取得を当社に請求し、引換えに普通株式の取得を請求することが可能であります。

優先株式の取得を請求し得べき期間（以下「取得請求期間」）は、平成19年10月１日以降18年間となっており、

将来、優先株式の取得請求に伴い普通株式が交付された場合、当社の発行済普通株式数が増加することとなり、そ

の結果として当社の株価に影響を及ぼす可能性があります。

なお、本日（平成26年６月25日）現在において、取得請求は受けておりません。
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(14) オリックスグループとの関係

当社は、平成26年２月27日付でオリックス㈱の連結子会社に該当することとなりました。

当連結会計年度末現在、当社グループとオリックス㈱またはその子会社もしくは関連会社（「以下「オリックス

グループ」）の関係は、次のとおりです。

　

①  資本関係

オリックス㈱は、当社の発行済株式総数の64.14％（うち普通株式62.97％、優先株式1.17％）にあたる547,490

千株（うち普通株式537,490千株、優先株式10,000千株）を保有しております。また、総株主の議決権に対するオ

リックス㈱の所有議決権数の割合は64.1％（間接所有0.0％を含む。）となっております。

　

②  人的関係

当社グループの役員のうち、役員１名がオリックスグループの役員を兼任しており、また、役員２名が、同グ

ループからの出向者（当社１名、子会社１名）となっております。

　

③  取引関係

当社グループは、オリックスグループとマンション分譲に関する共同事業や販売受託取引等の営業取引を行っ

ております。

　

当社グループは、独立した事業運営を行っておりますが、今後、オリックスグループとの関係が変化した場合、

当社グループの信用力や事業運営に影響を与える可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

連結子会社間の吸収分割契約

当社は平成26年１月20日付の取締役会において、連結子会社である㈱大京アステージの工事事業を会社分割によ

り、平成25年８月22日に設立した連結子会社である㈱大京建設に承継することを決議し、両社は同日付で吸収分割契

約を締結いたしました。

なお、同契約に基づき、平成26年４月１日付で㈱大京アステージの工事事業を吸収分割により、㈱大京建設へ承継

いたしました。

分割の概要は、以下のとおりであります。

　

(1) 分割の目的

㈱大京アステージの工事事業は、お客さまがお住まいのマンションの適正な維持管理を目的として30年にわたり

大規模修繕工事をはじめとする数多くのマンション改修に携わり、昨年には、蓄積したノウハウをもとにした修繕

工事ブランド「Plusidea(プラシディア）」を立ち上げました。

このたびの分割により、㈱大京建設は工事品質の更なる向上はもとよりマンション改修工事専門会社としてグ

ループ内のノウハウを集約し、その深化を図ってまいります。

そして、建物の機能維持に留まらない、価値向上につながるような提案を積極的に行うことにより、お客さま満

足度の向上と競争力の強化を実現し、工事事業の更なる成長を目指してまいります。

　

(2) 分割の方法

㈱大京アステージを分割会社とし、㈱大京建設を承継会社とする吸収分割です。

　

(3) 日程

分割契約締結 平成26年１月20日

分割契約承認株主総会 平成26年３月10日

分割期日 平成26年４月１日
 

　

(4) 分割に際して発行する株式及び割り当て

㈱大京建設は当社の100％子会社であるため、株式その他財産の割当て交付は行っておりません。

　

(5) 分割する事業の経営成績

売上高　34,485百万円（平成26年３月期）

（注）上記の経営成績については、㈱大京アステージの平成26年３月期における工事事業の数値を、参考として記

しております。なお、当該工事事業の売上高は承継する工事事業以外の㈱大京アステージが引き続き行う日

常的な保守・保全工事等の売上高を含んでおります。

　

(6) 分割する資産・負債の状況

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円）

流動資産 936 流動負債 600

固定資産 4 固定負債 －

合計 941 合計 600
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(7) 吸収分割承継会社となる会社の概要（平成26年３月31日現在）

名称 ㈱大京建設

所在地 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目19番18号  オリックス千駄ヶ谷ビル

代表者の役職・氏名 代表取締役社長  土田  穰一郎

事業内容 修繕工事事業

資本金 200百万円

株主 ㈱大京  100％
 

　

連結子会社間の合併契約

当社は平成26年１月20日付の取締役会において、連結子会社である㈱大京アステージと㈱大京ライフが合併するこ

とについて決議し、両社は同日付で合併契約書を締結いたしました。

なお、同契約に基づき、平成26年４月１日付で㈱大京アステージは㈱大京ライフを吸収合併いたしました。

合併の概要は、以下のとおりであります。

　

(1) 合併の目的

当社グループは、不動産管理事業を柱とするストック事業の拡大を図っており、特にマンション管理事業におき

ましては、㈱大京アステージを中心にグループ３社で51万戸を超える管理受託戸数を有しております。

このたび、㈱大京アステージと、同社が管理受託する物件において管理員業務、清掃業務などマンション管理の

最前線を担うサービスの請負を主な事業とする㈱大京ライフを統合することにより、管理サービスの更なる品質向

上を図ることにしたものです。

これにより、お客さま満足度の更なる向上を実現し、マンション管理における事業基盤を強化してまいります。

　

(2) 合併の要旨

①合併の方法

㈱大京アステージを存続会社、㈱大京ライフを消滅会社とする吸収合併であります。

　

②合併に際して発行する株式及び割り当て

当社の完全子会社間の合併であるため、新株式の発行および合併対価の交付はありません。

　

③引継資産・負債の状況

存続会社の㈱大京アステージは、㈱大京ライフの一切の資産、負債および権利義務を引継ぎいたしました。

　

(3) 吸収合併存続会社となる会社の概要（平成26年３月31日現在）

名称 ㈱大京アステージ

所在地 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目19番18号  オリックス千駄ヶ谷ビル

代表者の役職・氏名 代表取締役社長  善積  義行

事業内容 マンション管理事業、修繕工事事業、入居者サービス事業

資本金 1,237百万円

株主 ㈱大京  100％
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(4) 日程

合併契約締結 平成26年１月20日

合併契約承認株主総会 平成26年３月10日

合併期日 平成26年４月１日
 

　

６ 【研究開発活動】

特記事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

①  総資産

当連結会計年度末の総資産は、3,028億20百万円（前期末比273億78百万円増）となりました。これは、「受取

手形及び売掛金」が57億89百万円、たな卸不動産が107億23百万円、無形固定資産が87億44百万円それぞれ増加し

たことなどによるものです。

　

②  負債

当連結会計年度末の負債は、1,528億26百万円（同86億98百万円増）となりました。これは、有利子負債が55億

17百万円、「退職給付引当金」が46億37百万円減少した一方、「退職給付に係る負債」が101億36百万円、「未払

法人税等」が40億92百万円それぞれ増加したことなどによるものです。なお、資金調達の機動性確保と当社グ

ループ全体の資金効率向上のため、主要金融機関と総額200億円のコミットメントライン契約を締結しておりま

す。

　

③  純資産

当連結会計年度末の純資産は、1,499億94百万円（同186億79百万円増）となりました。これは、普通株式およ

び優先株式に係る配当金21億65百万円の支払いを行った一方、当期純利益の計上により「利益剰余金」が196億64

百万円増加したことなどによるものです。また、自己資本比率は49.5％（同1.8ポイント増）、１株当たり純資産

額は173.65円（同41.34円減）となりました。

 

なお、これらの増減の多くは、主に㈱穴吹工務店およびその子会社を連結子会社化したことによるものです。

　

(2) 経営成績の分析

①  営業収入

当連結会計年度の営業収入は、連結子会社化した㈱穴吹工務店およびその子会社の寄与などにより、3,338億13

百万円（前期比312億2百万円増）となりました。

　

②  営業利益および経常利益

当連結会計年度の営業利益は、㈱穴吹工務店およびその子会社の棚卸資産等について時価評価を行ったことに

より、連結決算における営業利益への貢献は限定的であること、また、主力のマンション販売において竣工戸数

が前期に比べて少ない計画であったことなどから、181億28百万円（前期比39億72百万円減）となりました。経常

利益は、支払利息が減少したことなどにより168億65百万円（同34億5百万円減）となりました。

　

③  当期純利益

当連結会計年度の当期純利益は、㈱穴吹工務店の連結子会社化に伴う負ののれん発生益の計上などにより、218

億29百万円（前期比62億94百万円増）となりました。

当連結会計年度の１株当たり当期純利益は45.50円（同12.25円増）となりました。

　

なお、各セグメントの業績概要につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」をご参照ください。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２  事業の状況  １  業績等の概要」をご参

照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は6億17百万円であります。セグメントごとの内訳は、不動産開発事業3億68百万

円、不動産管理事業2億11百万円および不動産流通事業85百万円であり、これらは主に当社グループの事務所の改修に

よるものであります。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

　

(1) 提出会社

（平成26年３月31日現在）

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）
従業

員数

（人）

建物

及び

構築物

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本        社
（東京都渋谷区）

不動産開発
事業
全社

事務所等 2,149
11,048
(2)

249 13,447
724
[117]

賃貸施設 22
696
(16)

1 720

大阪支店  他６支店
（大阪市中央区  他）

不動産開発
事業

事務所 54 － 9 63
233
[9]

 

　

(2) 国内子会社

（平成26年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）
従業

員数

（人）

建物

及び

構築物

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱大京アステージ
本社

（東京都渋谷区）
不動産管理
事業

事務所等 212 － 121 334
1,315
[362]

㈱大京リアルド
本社

（東京都渋谷区）
不動産流通
事業

事務所 165 － 50 215
695
[200]

㈱大京ライフ
本社

（東京都渋谷区）
不動産管理
事業

事務所等 43 － 5 48
51

[4,029]

㈱大京エル・デザイン
本社

（東京都渋谷区）
不動産管理
事業

事務所等 10 － 4 14
73
[21]

㈱大京アセットウェーブ
本社

（東京都渋谷区）
不動産流通
事業

事務所 3 － 1 5
6
[2]

オリックス・ファシリ
ティーズ㈱およびオリッ
クス・エンジニアリング
㈱

本社
（京都市下京区）

不動産管理
事業

事務所 139
124
(0)

27 291
599

[1,083]

㈱グランドアメニティ
本社

（広島市中区）
不動産管理
事業

事務所 12 － 25 37 127
[252]

 

賃貸施設 21
3
(0)

－ 24
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会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）
従業

員数

（人）

建物

及び

構築物

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱アペックス和光
本社

（東京都渋谷区）
不動産管理
事業

事務所等 94
127
(4)

1 223
126
[17]

 

賃貸施設 3
100
(0)

0 104

和光アキュテック㈱
本社

（東京都台東区）
不動産管理
事業

事務所 － － 1 1
14
[2]

 

㈱穴吹工務店
本社

（香川県高松市）
不動産開発
事業

事務所 248
236
(1)

71 555
363
[4]

 

賃貸施設 －
524
(9)

－ 524

㈱穴吹エンジニアリング
本社

（香川県高松市）
不動産開発
事業

事務所 － － 0 0
10
[－]

 

賃貸施設 4
216
(1)

－ 220

㈱穴吹コミュニティ
本社

（香川県高松市）
不動産管理
事業

事務所 154
69
(0)

34 258
419
[965]

 

賃貸施設 36
85
(0)

17 139

㈱穴吹建設
本社

（香川県高松市）
不動産管理
事業

事務所等 129
112
(4)

1 243
195
[12]

 

㈱穴吹不動産センター
本社

（香川県高松市）
不動産流通
事業

事務所 8 － 4 12
130
[13]

 

賃貸施設 146
331
(2)

0 478
 

 
（注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、「建物及び構築物」、「土地」以外の有形固定資産の合計であります。ま

た、上記金額には消費税等は含まれておりません。

２  建物の一部を貸借しており、年間賃借料は1,953百万円であります。

３  出向者は出向先会社の従業員数に含めており、連結会社以外への出向者21人を含んでおりません。また、臨

時従業員は[  ]内に年間平均人員を外数で記載しております。

４  現在休止中の主要な設備はありません。

５  主要な貸借している転貸ビルは次のとおりであります。
 

名称 所在地 設備の内容
建物面積

（㎡）

年間賃借料

（百万円）

清水井産業ビル 東京都江東区 事務所用ビル 14,234 480
 

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

記載すべき事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

記載すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,152,400,000

第１種優先株式  10,000,000

第２種優先株式  11,250,000

第４種優先株式  18,750,000

第７種優先株式  25,000,000

第８種優先株式  23,600,000

計  1,241,000,000
 

（注）平成26年６月25日開催の定時株主総会において定款の一部変更を行い、第２種優先株式、第４種優先株式、第７

種優先株式および第８種優先株式に係る規定を廃止したことにより、発行可能株式総数は同日より78,600,000株

減少し、1,162,400,000株となっております。

　

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成26年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年６月25日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 843,542,737 843,542,737
東京証券取引所
（市場第一部）

株主としての権利内容
に制限のない、基準と
なる株式
（注）３～４

第１種優先株式
(注)１

10,000,000 10,000,000 ― （注）２～６、８～９

計 853,542,737 853,542,737 ― ―
 

（注）１  行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

２  第１種優先株式は、当社の普通株式の株価に基づき取得(転換)価額が修正されるため、優先株式の取得と引

換えに交付される普通株式数が変動いたします。なお、取得(転換)価額の修正基準および修正頻度ならびに

下限は、（注）９に記載のとおりであります。また、第１種優先株式について、当社の決定による当該優先

株式の全部の取得を可能とする旨の条項はありません。

３  各種類株式の単元株式数は、1,000株であります。

４  各種類株式について、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

５  第１種優先株式の権利行使に関する事項および当社株式の売買に関する事項について、当社と第１種優先株

式の所有者との間に取決めはありません。

６  第１種優先株式は、自己資本の増強を図る一方、普通株式数の増加による希薄化を最大限抑制するために発

行したものであるため、法令に別段の定めがある場合および、期末配当において第１種優先株主が優先的配

当を受ける旨の報告事項または議案が定時株主総会に提出されないときはその総会から、その議案が定時株

主総会において否決されたときはその総会の終結の時から期末配当において優先的配当を受ける旨の取締役

会または定時株主総会の決議がある時までに限り、議決権を有するものとしております。

７  「提出日現在発行数」には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数および第１種優先株式の取得請求権の行使により発行された株式数は含まれておりませ

ん。

８  第１種優先株式は、現物出資(借入金の株式化)により発行されております。
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９  第１種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(1) 優先配当金

(イ)剰余金の配当  当社は、定款に定める毎年３月31日を基準日とする剰余金の配当(以下、「期末配当」とい

う。)を行うときは、第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通登録株

式質権者に先立ち、第１種優先株式１株につき、年40円を上限として、当該第１種優先株式発行に際し取

締役会の決議で定める額の剰余金の配当(以下、「第１種優先配当金」という。)を行う。

(ロ)優先配当金の額  第１種優先配当金の額は、400円×(日本円TIBOR＋1.75％)とする。第１種優先配当金

は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果、第１種優先

配当金の額が金40円を超える場合は40円とする。

「日本円TIBOR」とは、平成19年４月１日以降の毎年４月１日(以下、「第１種優先配当算出基準日」とい

う。)現在における日本円リファレンス・レート(１年物)として全国銀行協会によって公表される数値をい

い、上記計算式においては、次回の第１種優先配当算出基準日の前日までの各事業年度について適用され

る。ただし、第１種優先配当算出基準日が銀行休業日の場合は直前営業日を第１種優先配当算出基準日と

する。第１種優先配当算出基準日に日本円TIBORが公表されない場合、同日(当日が銀行休業日の場合は直

前営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート

(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値またはこれに準ず

ると認められるものを日本円TIBORに換えて用いるものとする。日本円TIBORまたはこれに換えて用いる数

値は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

(ハ)期末配当以外の配当の額  第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対し、期末配当以外の剰余

金の配当を行わない。

(ニ)非累積条項  ある事業年度において第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対して行う期末配

当の額が第１種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(ホ)非参加条項  期末配当において、第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対し、第１種優先配

当金を超えて配当は行わない。

(へ)除斥期間  定款に定める除斥期間の規定は、第１種優先配当金の支払について、これを準用する。

(2) 残余財産の分配  当社の残余財産を分配するときは、第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対

し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、第１種優先株式１株につき400円を支払う。第１種優先株

主または第１種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(3) 併合または分割等  当社は、法令に定める場合を除き、第１種優先株式について株式の併合または分割は行

わない。当社は、第１種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受け

る権利を与えない。

(4) 取得請求権

(イ)取得を請求し得べき期間  第１種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成19年10月１日から平成37年

９月30日までとする。

(ロ)条件  第１種優先株主は、１株につき下記(a)ないし(c)に定める転換価額により、第１種優先株式の取得

を当社に請求し、引換えに普通株式の取得を請求することができる。

(a) 当初転換価額  444.0円

(b) 転換価額の修正  転換価額は、平成20年10月１日から平成37年９月30日まで、毎年10月１日(以下、それ

ぞれ「転換価額修正日」という。)に、各転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日(以下、

それぞれ「時価算定期間」という。)の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎

日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除く。)が、当初転換価額を下回る場合、当該平

均値に修正される(修正後転換価額は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

なお時価算定期間内に、下記(c)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、(c)に

準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が

351.6円(以下、「下限転換価額」といい、下記(c)により調整される。)を下回る場合には下限転換価額

をもって修正後転換価額とする。
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(c) 転換価額の調整

Ⅰ  第１種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式により調整す

る。転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。

    
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
 

 
ⅰ  転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を処分

する場合を含む。）、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日が

ある場合はその日の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は転換価額調整式における

「新規発行普通株式数」に算入される。

ⅱ  株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日の

翌日以降これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金の額の増加をすることを条件として

その増加部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余

金の額を減少して資本金の額の増加決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株

主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該剰余金の額を減少して資本金の額の増加決議を

した株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

ⅲ  転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式に引換えることができる取得請求権付

株式または権利行使により交付される普通株式１株当たりの発行価額（新株予約権の発行価額および

新株予約権の行使に際して払い込む額との合計額の１株当たりの額をいい、以下第１種優先株式、第

２種優先株式および第４種優先株式において同じ。）が転換価額調整式に使用する時価を下回ること

となる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合、調整後の転換価額は、その証券（権

利）の払込期日に、または募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、全ての取得請求

権または全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降、またはその割当日の

翌日以降これを適用する。以後の調整においては、かかるみなし株式数は、実際に当該取得請求権ま

たは新株予約権の行使がなされた結果発行された株式数を上回る限りにおいて既発行の普通株式数に

算入される（下記ⅳも同様とする。）。

ⅳ  普通株式に引換えることができる取得請求権付株式または新株予約権を行使できる証券（権利）で

あって、転換価額または新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず後日一定の日（以下「価

額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場合において、決定された転換

価額または権利行使により交付される普通株式１株当たりの発行価額が転換価額調整式に使用する時

価を下回る場合、調整後の転換価額は、当該価額決定日に残存する証券（権利）の全ての取得請求権

または新株予約権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降でこれを適用する。

Ⅱ  上記Ⅰに掲げる事由のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要と

する場合には、取締役会が適当と判断する転換価額により変更される。

Ⅲ  転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日（ただし、上記Ⅰⅱただ

し書の場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における

当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）と

し、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお上記45取引日の

間に、Ⅰで定める転換価額の調整事由が生じた場合には、転換価額調整式で使用する時価（当該平均

値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。

Ⅳ  転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価額

とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、

株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヵ月前の日における当社の発行済普通株式数

とする。なお、既発行普通株式数からは処分される自己株式数を控除する。

Ⅴ  転換価額調整式で使用する１株当たりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

ⅰ  Ⅰⅰの時価を下回る払込金額（または処分価額）をもって普通株式を発行（または自己株式を処分）

する場合には、当該払込金額または処分価額（金銭以外の財産による払込みの場合にはその適正な評

価額）

ⅱ  Ⅰⅱの株式の分割により普通株式を発行する場合は０円

ⅲ  Ⅰⅲの時価を下回る価額をもって取得請求権の行使により普通株式を交付する場合またはⅠⅲで定め

る内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合は、当該転換価額または当該新株予約

権の行使により発行される普通株式１株当たりの発行価額

ⅳ  Ⅰⅳの場合は、価格決定日に決定された転換価額または権利行使により発行される普通株式１株当た

りの発行価額

Ⅵ  転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転
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換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額

を差引いた額を使用する。

(d) 引換えにより交付すべき普通株式数

第１種優先株式と引換えに交付すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。

 
引換えにより交付すべき普通株式数

 
＝

第１種優先株主が取得請求のために提出した
第１種優先株式の発行価額の総額

転換価額
 

交付すべき普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、これを切り捨てる。

(5) 取得条項  当社は、取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかった第１種優先株式を、同期間の末日の翌

日(以下「取得条件成就日」という。)以降の取締役会で定める日をもって取得するものとし、この場合、当

社は、当該第１種優先株主に対し、当該第１種優先株式を取得するのと引換えに第１種優先株式１株の払込

金相当額を取得条件成就日に先立つ45取引日目に始まる30取引日(終値のない日数を除く。)の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、この

場合当該平均値が355.2円を下回るときは、第１種優先株式１株の払込金相当額を当該金額で除して得られる

数の普通株式を交付する。

なお、前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときには、会社法第234条に従いこれ

を取り扱う。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

 

株主総会の特別決議（平成17年６月28日）および当社執行役による決定（平成17年８月12日）

  
事業年度末現在

（平成26年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成26年５月31日）

新株予約権の数 （注）１ 3,533個 3,526個

新株予約権のうち自己新株予約権の数  － －

新株予約権の目的となる株式の種類  当社普通株式 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 （注）２ 3,533,000株 3,526,000株

新株予約権の行使時の払込金額 （注）３ １株当たり387円 １株当たり387円

新株予約権の行使期間  
平成19年６月29日～

平成27年６月28日

平成19年６月29日～

平成27年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 
発行価格    387円

資本組入額  194円

発行価格   387円

資本組入額 194円

新株予約権の行使の条件  （注）４ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項  
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとします。

新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとします。

代用払込みに関する事項  － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

 － －
 

（注）１  新株予約権１個当たりの株式数は、1,000株であります。

２  新株予約権の目的となる株式の数の調整

新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的たる株式の数は、

次の算式により調整されるものとします。ただし、かかる調整は、当該時点で新株予約権の割当を受けた者

（以下、「新株予約権者」という。）が行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行わ

れ、調整により１株に満たない端数が生じる場合はこれを切り捨てることとします。

 
調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

 
また、新株予約権発行日後に当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転を行う場合には、新株予約権

の目的たる株式の数は、合理的な範囲で調整されるものとします。

３  行使価額の調整

(1) 新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げることとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額  ×
１

分割または併合の比率
 

(2) また、新株予約権発行日後に当社が時価を下回る価額で株式の発行または自己株式の処分を行うとき（新

株予約権の権利行使ならびに優先株式の普通株式への転換の場合を除く。）は、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることとします。

    
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
 

 
なお、上記算式において「既発行普通株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社の保有する自己

株式の総数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行普通株式数」を「処分する自

己株式数」に読み替えるものとします。

(3) さらに、新株予約権発行日後に当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転を行う場合には、行使価

額は、合理的な範囲で調整されるものとします。
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４  新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、新株予約権行使時において、当社もしくは当社子会社等の取締役、執行役、監査役、執

行役員または使用人のいずれの地位も、自己の都合により失っていないことを要することとします。ただ

し、任期満了による退任、定年、子会社等への転籍あるいは会社都合による退職等、正当な理由によって

失った場合については、失った日または平成19年６月29日のいずれか遅いほうの日から１年を経過してい

ない場合に限り行使できるものとします。

(2) 新株予約権者は、新株予約権行使時において、当社もしくは当社子会社等の取締役、執行役、監査役、執

行役員または使用人のいずれの地位についても、旧商法その他日本の法令または海外の法令もしくは当社

または当社子会社等が定める社内規程に規定される欠格事由、解任事由または解職事由が生じておらず、

かつ当該法令の違反もしくは社内規程の重大な違反に該当する行為がないことを要するものとします。た

だし、当社が、当該新株予約権者のこれまでの当社または当社子会社等の業績向上への貢献度、当該事

由、行為の内容もしくはその治癒または解消の状況を考慮し、当該新株予約権の行使を認めるのが相当と

判断した場合にはこの限りではありません。

(3) 新株予約権者は、当社取締役会の承認がない限り新株予約権の譲渡を行わないものとし、かつ、いかなる

場合においても新株予約権について、質入、譲渡担保の設定その他の担保に供する等いかなる処分も行わ

ないものとします。

(4) 新株予約権者は、１個の新株予約権を分割して行使することはできない（新株予約権１個を最低行使単位

とする。）ものとします。

(5) 新株予約権者およびその相続人は、後記(6)に定める新株予約権割当契約に従い、新株予約権を行使するも

のとします。

(6) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによるものと

します。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

第１種優先株式

 
第４四半期会計期間
（平成26年１月１日から
平成26年３月31日まで）

第90期
（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の数（個）

－ －

当該期間の権利行使に係る交付株式数（株） － －

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） － －

当該期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） － －

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

－ －

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

－ －

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

－ －

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）

－ －
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第２種優先株式

 
第４四半期会計期間
（平成26年１月１日から
平成26年３月31日まで）

第90期
（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の数（個）

　11,250,000 　11,250,000

当該期間の権利行使に係る交付株式数（株） 56,890,012 56,890,012

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 79.1 79.1

当該期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） － －

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

11,250,000 11,250,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

56,890,012 56,890,012

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

79.1 79.1

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）

－ －
 

 
第４種優先株式

 
第４四半期会計期間
（平成26年１月１日から
平成26年３月31日まで）

第90期
（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の数（個）

18,750,000 18,750,000

当該期間の権利行使に係る交付株式数（株）  94,816,687 94,816,687

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 79.1 79.1

当該期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） － －

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

18,750,000 18,750,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

 94,816,687 94,816,687

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

79.1 79.1

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）

－ －
 

 
第７種優先株式

 
第４四半期会計期間
（平成26年１月１日から
平成26年３月31日まで）

第90期
（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の数（個）

25,000,000 25,000,000

当該期間の権利行使に係る交付株式数（株） 99,009,900 99,009,900

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 101.0 101.0

当該期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） － －

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

25,000,000 25,000,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

99,009,900 99,009,900

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

101.0 101.0

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）

－ －
 

 

EDINET提出書類

株式会社大京(E03929)

有価証券報告書

 34/126



 

第８種優先株式

 
第４四半期会計期間
（平成26年１月１日から
平成26年３月31日まで）

第90期
（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の数（個）

23,598,144 23,598,144

当該期間の権利行使に係る交付株式数（株） 147,488,400 147,488,400

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 64.0 64.0

当該期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） － －

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

23,598,144 23,598,144

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

147,488,400 147,488,400

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

64.0 64.0

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）

－ －
 

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

 
（百万円）

資本金残高

 
（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

平成21年５月31日（注）１ － 433,985,882 － 32,063 △14,495 24,354

平成22年１月25日（注）２ 92,900,000 526,885,882 8,465 40,529 8,465 32,820

平成22年２月９日（注）３ 7,050,000 533,935,882 642 41,171 642 33,462

平成26年２月27日（注）４ 398,204,999 932,140,881 － 41,171 － 33,462

平成26年２月27日（注）５ △78,598,144 853,542,737 － 41,171 － 33,462
 

（注）１  平成21年５月14日開催の取締役会の決議に基づく繰越利益剰余金の欠損填補に伴う減少であります。

２  一般募集による普通株式の発行に伴う増加であります。

発行価額      １株につき182.256円

資本組入額    １株につき91.128円

３  オ－バ－アロットメントによる売出しに関連した第三者割当による普通株式の発行に伴う増加であります。

発行価額      １株につき182.256円

資本組入額    １株につき91.128円

割当先        三菱ＵＦＪ証券株式会社（現 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

４  第２種優先株式、第４種優先株式、第７種優先株式および第８種優先株式について取得請求権が行使され、

当社が当該優先株式の取得と引き換えに普通株式を交付したことに伴う増加であります。

５  当社が取得した第２種優先株式、第４種優先株式、第７種優先株式および第８種優先株式の全部を消却した

ことに伴う減少であります。
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(6) 【所有者別状況】

普通株式

（平成26年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満

株式の状況

（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
（人）

－ 31 72 353 203 19 24,379 25,057 －

所有株式数
（単元）

－ 63,993 23,065 551,776 65,020 128 137,798 841,780 1,762,737

所有株式数の
割合（％）

－ 7.60 2.74 65.55 7.72 0.02 16.37 100.00 －
 

（注）１  証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」に６単元含まれております。

２  自己株式は「個人その他」に3,442単元、「単元未満株式の状況」に847株が含まれております。

　

第１種優先株式

（平成26年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満

株式の状況
（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
（人）

－ － － 1 － － － 1 －

所有株式数
（単元）

－ － － 10,000 － － － 10,000 －

所有株式数の
割合（％）

－ － － 100.00 － － － 100.00 －
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(7) 【大株主の状況】

所有株式数別

（平成26年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

オリックス株式会社 東京都港区浜松町二丁目４番１号 547,490 64.14

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 17,995 2.11

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,302 0.86

ビービーエイチ　ボストン　ジーエ
ムオー　インターナシヨナル　イン
トリンシツク　バリユー（常任代理
人）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

50 POST OFFICE SQUARE BOSTON, MA
02110-1548
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

6,700 0.78

あいおいニッセイ同和損害保険株式
会社（常任代理人）日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社

東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号
（東京都港区浜松町二丁目11番３号）

5,573 0.65

大京グループ従業員持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目24番13号 5,520 0.65

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 5,032 0.59

大京取引先持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目24番13号 4,913 0.58

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（常任
代理人）日本マスタートラスト信託
銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
（東京都港区浜松町二丁目11番３号）

3,599 0.42

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口１）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,485 0.41

計 ― 607,610 71.19
 

（注）オリックス株式会社の所有株式数の内訳は次のとおりです。

普通株式      537,490千株

第１種優先株式  10,000千株
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所有議決権数別

（平成26年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の
議決権に対する
所有議決権数
の割合（％）

オリックス株式会社 東京都港区浜松町二丁目４番１号 537,490 64.11

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 17,995 2.15

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,302 0.87

ビービーエイチ　ボストン　ジーエ
ムオー　インターナシヨナル　イン
トリンシツク　バリユー（常任代理
人）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

50 POST OFFICE SQUARE BOSTON, MA
02110-1548
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

6,700 0.80

あいおいニッセイ同和損害保険株式
会社（常任代理人）日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社

東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号
（東京都港区浜松町二丁目11番３号）

5,573 0.66

大京グループ従業員持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目24番13号 5,520 0.66

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 5,032 0.60

大京取引先持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目24番13号 4,913 0.59

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（常任
代理人）日本マスタートラスト信託
銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
（東京都港区浜松町二丁目11番３号）

3,599 0.43

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口１）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,485 0.42

計 ― 597,609 71.28
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

（平成26年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
第１種優先株式

10,000,000
－

「１（1）②発行済株式」の「内
容」の記載を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
株主としての権利内容に制限のな
い、基準となる株式
単元株式数は1,000株普通株式 3,442,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 838,338,000 838,338
株主としての権利内容に制限のな
い、基準となる株式
単元株式数は1,000株

単元未満株式 普通株式　　1,762,737 － ―

発行済株式総数 853,542,737 － ―

総株主の議決権 － 838,338 ―
 

（注）１  「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権６個）含ま

れております。

２  「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式847株および証券保管振替機構名義株式564株が含ま

れております。

 
② 【自己株式等】

（平成26年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社大京

東京都渋谷区千駄ヶ谷

四丁目24番13号
3,442,000 ― 3,442,000 0.40

計 ― 3,442,000 ― 3,442,000 0.40
 

 
(9) 【ストックオプション制度の内容】

 

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分および人数（注）

当社の取締役および執行役               12名

当社使用人                            550名

当社子会社等の取締役および監査役       20名

当社子会社等使用人                    348名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の目的となる株式の数 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使の条件 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の譲渡に関する事項 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
―

 

（注）新株予約権発行日（平成17年８月12日）現在で記載しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 46,571 14,195

当期間における取得自己株式 3,305 679
 

（注）当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（単元未満株式の売渡し） 3,461 1,058 － －

保有自己株式数 3,442,847 － 3,446,152 －
 

（注）当期間における保有株式数には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りおよ

び売渡しによる株式数は含めておりません。

 
 

【株式の種類等】 会社法第155条第４号による第２種優先株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 11,250,000 －

当期間における取得自己株式 － －
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 11,250,000 － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 － － － －
 

 
 

【株式の種類等】 会社法第155条第４号による第４種優先株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 18,750,000 －

当期間における取得自己株式 － －
 

 
 
 (4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 18,750,000 － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 － － － －
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【株式の種類等】 会社法第155条第４号による第７種優先株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 25,000,000 －

当期間における取得自己株式 － －
 

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 25,000,000 － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 － － － －
 

 
 

【株式の種類等】 会社法第155条第４号による第８種優先株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 23,598,144 －

当期間における取得自己株式 － －
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 23,598,144 － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 － － － －
 

 
３ 【配当政策】

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は取締役会でありま

す。

当社の株主の皆さまに対する利益還元は、持続的な企業価値の向上と株主価値の増大を通して実施していくという

基本方針のもと、健全な財務体質を維持しつつ、成長に向けた投資ならびに安定した配当を行ってまいります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、業績等を勘案し、普通株式１株当たり３円といたしました。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

平成26年５月13日
取締役会

普通株式 2,520 3.00

第１種優先株式 84 8.44
 

　

４ 【株価の推移】

(1) 普通株式

①【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高（円） 299 219 239 367 419

最低（円） 63 84 110 157 191
 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

②【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高（円） 314 300 289 313 257 227

最低（円） 279 270 258 249 221 191
 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 優先株式

第１種優先株式は、金融商品取引所に上場されておりません。
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５ 【役員の状況】

(1) 取締役の状況

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 － 門脇  克俊 昭和29年９月18日生

昭和52年４月 オリエント・リース株式会社（現オリッ

クス株式会社）入社

（注）２
  普通株式

15

平成19年１月 同社執行役

平成20年10月 オリックス・レンテック株式会社代表取

締役社長

平成22年１月 オリックス株式会社執行役

平成23年１月 同社常務執行役

平成24年９月 同社専務執行役

平成25年６月 同社取締役兼専務執行役

平成26年６月 当社取締役兼代表執行役会長（現在）

取締役 － 山口  陽 昭和31年８月６日生

昭和54年４月 当社入社

（注）２
  普通株式

146

平成10年７月 当社北関東支店長

平成11年６月 当社取締役

平成17年４月 当社取締役常務執行役員

平成17年６月 当社取締役兼常務執行役

平成19年６月 当社取締役兼専務執行役

平成20年10月 扶桑レクセル株式会社代表取締役社長

平成22年６月 当社取締役兼代表執行役社長（現在）

平成26年６月 株式会社大京アステージ代表取締役社長

（現在）

取締役 － 雲嶋  寧彦 昭和40年12月12日生

平成元年４月 オリックス株式会社入社

（注）２
  普通株式

3

平成23年12月 同社経理部長

平成26年１月 同社経理本部副本部長兼経理部長

平成26年６月 当社顧問

平成26年６月 当社取締役兼専務執行役（現在）

平成26年６月 当社グループ管理部門全般担当兼グルー

プ情報システム部管掌（現在）

取締役 － 海瀬  和彦 昭和31年11月７日生

昭和56年４月 当社入社

（注）２
  普通株式

93

平成17年４月 当社専務執行役員

平成19年６月 当社取締役兼専務執行役

平成22年６月 株式会社大京アステージ代表取締役副社

長

平成24年１月 株式会社大京リアルド代表取締役社長

（現在）

平成25年６月 当社取締役（現在）

取締役 － 宮原  明 昭和14年６月19日生

昭和46年４月 富士ゼロックス株式会社入社

（注）２
  普通株式

－

平成４年１月 同社代表取締役社長

平成10年１月 同社代表取締役副会長

平成14年６月 同社相談役

平成15年５月 学校法人国際大学副理事長

平成18年６月 当社取締役（現在）

平成25年４月 学校法人関西学院理事長（現在）
 

EDINET提出書類

株式会社大京(E03929)

有価証券報告書

 44/126



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 － 半林  亨 昭和12年１月７日生

昭和34年４月 日綿実業株式会社（旧ニチメン株式会

社）入社

（注）２
  普通株式

－

平成元年４月 同社取締役

平成12年10月 同社代表取締役社長

平成14年５月 中華人民共和国陝西省高級経済顧問(現

在)

平成15年４月 ニチメン・日商岩井ホールディングス株

式会社(現双日株式会社)代表取締役会

長・ＣＥＯ

平成16年６月 ユニチカ株式会社社外監査役（現在）

平成17年６月 中華人民共和国黒龍江省高級経済顧問

(現在)

平成17年11月 株式会社ファーストリテイリング社外取

締役（現在）

平成19年６月 前田建設工業株式会社社外取締役（現

在）

平成23年６月 当社取締役（現在）

取締役 － 松本  哲男 昭和25年４月23日生

昭和49年４月 オリエント・リース株式会社（現オリッ

クス株式会社）入社

（注）２
  普通株式

10

平成13年４月 オリックス・リアルエステート株式会社

（現オリックス不動産株式会社）執行役

員副社長

平成15年６月 オリックス株式会社執行役

平成19年６月 同社常務執行役

平成20年６月 オリックス不動産株式会社執行役員副社

長

平成24年６月 同社執行役員副会長（現在）

平成25年１月 オリックス株式会社グループＣＯＯ補佐

平成26年１月 同社グループＣｏ－ＣＥＯ補佐

平成26年６月 同社グループＣＥＯ補佐（現在）

平成26年６月 当社取締役（現在）

   計    
  普通株式

267
 

（注）１  取締役宮原明、半林亨および松本哲男の各氏は、社外取締役であります。

２  取締役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３  当社は委員会設置会社であります。当社の委員会体制については次のとおりであります。

指名委員会      委員長      半林  亨

委員        松本  哲男

委員        宮原  明

委員        門脇  克俊

委員        山口  陽

監査委員会      委員長      宮原  明

委員        松本  哲男

委員        半林  亨

報酬委員会      委員長      半林  亨

委員        松本  哲男

委員        宮原  明

委員        門脇  克俊

委員        山口  陽
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(2) 執行役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表執行役

会長
－ 門脇  克俊 昭和29年９月18日生 (1)取締役の状況参照 （注）

  普通株式

15

代表執行役

社長
－ 山口  陽 昭和31年８月６日生 (1)取締役の状況参照 （注）

  普通株式

146

専務執行役

事業統括部、グ

ループ海外事業

部、大阪支店、

北海道支店、東

北支店、広島支

店、九州支店、

沖縄支店管掌

落合  英治 昭和36年１月14日生

昭和59年４月 当社入社

（注）
  普通株式

77

平成14年６月 当社経営企画部長

平成16年６月 当社取締役執行役員

平成17年６月 当社執行役

平成22年７月 当社常務執行役

平成22年７月 当社事業統括部、不動産活用推進

部管掌

平成26年４月 当社事業統括部、グループ海外事

業部、大阪支店、北海道支店、東

北支店、広島支店、九州支店、沖

縄支店管掌（現在）

平成26年６月 当社専務執行役（現在）

専務執行役

グループ管理部

門全般担当　兼

グループ情報シ

ステム部管掌

雲嶋  寧彦 昭和40年12月12日生 (1)取締役の状況参照 （注）
  普通株式

3

執行役
グループ総務人

事部管掌
沼生  邦彦 昭和32年12月８日生

昭和57年４月 株式会社西武百貨店（現株式会社

そごう・西武）入社

（注）
  普通株式

66

平成12年１月 当社入社

平成15年12月 当社人事部長

平成16年６月 当社執行役員

平成23年４月 株式会社大京リアルド常務取締役

平成24年４月 当社執行役（現在）

平成24年４月 当社グループ監査部、グループ内

部統制統括部管掌

平成25年10月 当社グループ総務人事部管掌（現

在）

執行役
グループ経営企

画部管掌
宮川  公之介 昭和37年８月24日生

昭和63年３月 当社入社

（注）
  普通株式

36

平成17年４月 当社経営企画部長

平成24年４月 当社執行役（現在）

平成24年４月 当社グループ経営企画部管掌兼グ

ループ経営企画部長

平成26年４月 当社グループ経営企画部管掌（現

在）

執行役

建設統括部、グ

ループライフク

リエイトセン

ター管掌  兼  

グループライフ

クリエイトセン

ター長

久保田  克巳 昭和28年５月10日生

昭和53年４月 当社入社

（注）
  普通株式

54

平成14年９月 当社建設管理部長

平成18年４月 当社業務執行役員

平成20年４月 株式会社大京アステージ取締役

平成24年４月 当社執行役員

平成25年４月 当社執行役（現在）

平成25年４月 当社商品企画部、建設統括部、グ

ループライフクリエイトセンター

管掌（副担当）

平成26年４月 当社建設統括部、グループライフ

クリエイトセンター管掌兼グルー

プライフクリエイトセンター長

（現在）

執行役

名古屋支店管掌

　兼 名古屋支

店長

麻村  宏 昭和33年１月16日生

昭和59年６月 当社入社

（注）
  普通株式

22

平成12年４月 当社広島支店長

平成17年４月 当社執行役員

平成21年４月 株式会社大京アステージ取締役

平成25年４月 当社執行役員

平成25年４月 当社名古屋支店管掌兼名古屋支店

長（現在）

平成26年４月 当社執行役（現在）

執行役
本店管掌 兼 

本店長
世利  幸仁 昭和33年11月30日生

昭和58年４月 当社入社

（注）
  普通株式

15

平成22年７月 当社首都圏第一支店長

平成23年４月 当社執行役員

平成23年４月 当社首都圏第一支店管掌兼首都圏

第一支店長

平成26年４月 当社執行役（現在）

平成26年４月 当社本店管掌兼本店長（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

執行役

戸建事業部、販

売受託室、開発

事業部管掌　兼

開発事業部長

藤平  善久 昭和37年３月２日生

昭和60年12月 当社入社

（注）
  普通株式

7

平成17年４月 当社都市開発部長

平成24年４月 当社執行役員

平成26年４月 当社執行役（現在）

平成26年４月 当社戸建事業部、販売受託室、開

発事業部管掌兼開発事業部長（現

在）

計
普通株式

444
 

（注）執行役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時から平成27年３

月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、経営の健全性、透明性、効率性の向上という観点から最適なコーポレート・ガバナンスの構築を目指し

ており、ガバナンス体制の一層の強化を目的として、平成17年６月開催の定時株主総会における承認を経て、委員

会等設置会社へ移行いたしました。

この移行により、監督と業務執行を分離し、業務執行に対する牽制機能を強化する一方で、意思決定の迅速化を

図っております。

また、コンプライアンス体制を拡充するなど、リスクマネジメントの強化にも取り組んでまいります。

　

①  会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

イ  コーポレート・ガバナンス体制の現況

＜取締役会＞

取締役会は、提出日現在、取締役７名（うち社外取締役３名）で構成されており、当社の重要事項を決定

し、執行役の職務執行状況を監督しております。当事業年度において取締役会は合計７回開催されました。全

７回の取締役会における取締役の出席率は96.4％でした。

　

＜指名委員会＞

指名委員会は、提出日現在、取締役５名（うち社外取締役３名）で構成されており、会社法で定める株主総

会に提出する取締役候補者を決定する権限を有するほか、執行役、代表執行役、ＣＥＯ等の人選に関して審議

する権限を有しております。当事業年度において指名委員会は合計３回開催されました。全３回の委員会にお

ける委員の出席率は100％でした。

　

＜監査委員会＞

監査委員会は、提出日現在、取締役３名（うち社外取締役３名）で構成されており、代表執行役社長からの

業務執行に関する概況報告、グループ監査部管掌役員からの内部監査の結果および内部統制全般に関する報

告、会計監査人からの会計監査に関する報告等が行われ、必要に応じて調査等を指示できる体制を整える等、

連携を図っております。これらにより、執行役の業務執行および会社の内部統制について評価を行っておりま

す。当事業年度において監査委員会は合計５回開催されました。全５回の委員会における委員の出席率は95％

でした。

なお、監査委員である宮原明氏は、長年にわたり、富士フイルム株式会社および富士ゼロックス株式会社に

おいて経理・財務業務に従事しており、会計および財務に関する相当程度の知見を有しているものでありま

す。

　

＜報酬委員会＞

報酬委員会は、提出日現在、取締役５名（うち社外取締役３名）で構成されており、会社法で定める取締役

および執行役の報酬に関する方針を決定する権限、各取締役および執行役の個人別の報酬額を決定する権限を

有しております。当事業年度において報酬委員会は合計３回開催されました。全３回の委員会における委員の

出席率は94.4％でした。

　

＜グループ経営会議等＞

グループの業務執行に係る重要事項については、多面的な検討を経るために、執行役等により構成されるグ

ループ経営会議において審議、決定を行うこととしております（開催頻度  原則月１回）。また、当社の不動

産開発事業における重要な案件についても同様に、執行役等により構成される事業決定会議において審議、決

定を行うこととしております（開催頻度  原則週１回）。

なお、事業および業務に係るリスク管理体制につきましては、当会議において各リスクの現状を分析・把握

し、その対応について検討を行っております。
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ロ  コンプライアンスへの取組み状況

コンプライアンス相談窓口等を設置し、法令違反、社内規程違反および社会規範に反する行為の調査、対

応、改善を図る仕組みを構築しております。また、グループ法務・コンプライアンス部を設けて、コンプライ

アンスの推進を担うとともに、コンプライアンス体制の確立・維持に努めております。

　

ハ  リスク管理体制の状況

当社は、業務上のリスクを不動産市場リスク、事業リスク、災害リスク等に識別・管理し、グループ法務・

コンプライアンス部が、各リスク所管部所からの報告およびモニタリングを通じて管理方法を統括するととも

に、リスク管理上の情報を代表執行役社長および監査委員会に定期的かつ必要に応じて報告し、改善等の提案

を行う体制をとっております。

　

ニ  内部監査体制の状況

内部監査担当部門であるグループ監査部（平成26年４月１日現在、所属19名）が業務監査を計画的に実施

し、監査結果を監査委員会へ報告しております。また、必要に応じて監査委員会が、監査委員会事務局やグ

ループ監査部へ調査を指示できる等の連携体制を整え、被監査部門に対し改善事項の指摘、指導を行うなど、

内部統制の有効性の向上に努めております。

　

ホ  会計監査の状況

当社は、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく会計監査についての監査契約を有限責任あずさ監査

法人と締結し、定期的監査のほか会計上の課題について適宜協議、確認し、適正な会計処理に努めておりま

す。同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はあり

ません。

当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名および監査業務に係る補助者の構成については以下の

とおりです。

（業務を執行した公認会計士の氏名）

指定有限責任社員  業務執行社員  ：  熊木幸雄、岡野隆樹

（会計監査業務に係る補助者の構成）

公認会計士16名、その他29名

　

ヘ  社外取締役との関係

社外取締役  ３名

社外取締役は、当社のその他の取締役と人的関係を有しておりません。

社外取締役松本哲男氏は、当社の親会社であるオリックス㈱の出身であり、当社親会社の子会社であるオ

リックス不動産㈱の執行役員副会長であります。オリックス㈱との関係は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社

の状況」および「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (7) 大株主の状況」に記載のとおりでありま

す。その他の社外取締役は、当社との間に特に利害関係はありません。社外取締役の株式保有状況について

は、「第４ 提出会社の状況 ５ 役員の状況」に記載してあります。

社外取締役は、その経験を通じて培われたそれぞれの専門的な知識、経験を当社の経営に活かすために意

見、助言する役割を果たしており、この役割を果たすことを選任における要件としております。また、当社に

おいては、社外取締役を選任するための独立性に関する基準または方針は定めておりませんが、独立性の確保

については、東京証券取引所の独立役員に関する判断基準を参考にし、これまでの経歴や当社との関係を踏ま

え個別に判断しております。

なお、当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間で会社法第423条第１項の取締役の損害賠

償責任を限定する旨の契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令の定める限度額となりま

す。

　

EDINET提出書類

株式会社大京(E03929)

有価証券報告書

 49/126



 

ト  取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　

チ  剰余金の配当等の決定機関

当社は、今後、弾力的な配当等の実施を可能とするために、剰余金の配当等会社法第459条第１項に定める事

項については、法令に特段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める

こととする旨を定款に定めております。

　

リ  株主総会および種類株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件、および会社法第324条第２項に定める種類

株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会および種類

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会および種類株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。

　

ヌ  取締役の定数

当社の取締役は３名以上とする旨を定款に定めております。

　

ル  取締役および執行役の責任免除

当社は、取締役および執行役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条

第１項の規程により、取締役会の決議によって同法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）およ

び執行役（執行役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免除することができる旨を定

款に定めております。

　

ヲ  議決権制限株式

当社は、自己資本の増強を図る一方、普通株式数の増加による希薄化を最大限抑制するため、会社法第108条

第１項第３号に定める内容（いわゆる議決権制限）について普通株式と異なる定めをした議決権のない第１種

優先株式を発行しております。

第１種優先株式は、期末配当において第１種優先株主が優先的配当を受ける旨の報告事項または議案が定時

株主総会に提出されないときはその総会から、その議案が定時株主総会において否決されたときはその総会の

終結のときから期末配当において優先的配当を受ける旨の取締役会または定時株主総会の決議がある時まで、

議決権を有するものとしております。
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当社の業務執行・監督および内部統制の仕組みの模式図は、以下のとおりであります。
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②  役員の報酬等

イ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

１  報酬体系

当社の取締役および執行役の報酬体系は、中長期的な株主価値の増大を達成するために、当期の業績のみ

ならず、中長期的な成果も重視することとしており、これらを勘案し、報酬がインセンティブとして有効に

機能することを方針としております。また、報酬額の決定にあたっては、従業員の給与水準および役員報酬

の世間水準とのバランスを考慮し、かつ、当社グループが目指すべき姿を実現するために当社役員が果たす

べき役割・責任に応じて適切となる水準としております。

２  報酬の構成

報酬は、固定報酬、業績連動型報酬および株価連動型報酬の３つから構成いたしております。

業績連動型報酬は、連結会社業績に応じて決定し、支給いたします。 

株価連動型報酬は、毎月の固定報酬に上乗せし役員持株会への拠出金とするものおよび毎年一定数のポイ

ントを付与し、役員退任時にポイントの合計に株価を乗じて得た額を金銭または株式にて支給するものから

構成いたしております。

　

ロ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

 

区分 人員数
固定報酬
（百万円）

業績連動型報酬
（百万円）

株価連動型報酬
（百万円）

合計
（百万円）

取締役（社内） 6名 9 2 － 12

取締役（社外） 4名 21 5 3 30

執行役 10名 173 39 32 244

合計 20名 205 47 35 287
 

（注）１  執行役兼務取締役４名の報酬は、取締役（社内）および執行役それぞれの報酬に区分して表示しておりま

す。なお、執行役兼務取締役の人員数は、取締役（社内）および執行役の双方に含めて記載しております。

２  当事業年度における株価連動型報酬のうち、毎年一定数のポイントを付与するものについては、当事業年度

末日在任役員が保有するポイントに、当事業年度末日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値平均を乗じて算出した金額と、前事業年度末日におい

て同様に算出した金額との差額を記載しております。

３  上記の金額には、使用人兼務執行役の使用人給与相当額は含まれておりません。

　

ハ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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③  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当する株式はありません。

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

該当する株式はありません。

　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

 

 

前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

含み損益 減損
処理額

非上場株式 109 109 1 － － －

非上場株式以外の株式 769 969 13 － 467 －
 

　

(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

提出会社 111 2 115 －

連結子会社 44 － 70 1

計 156 2 186 1
 

　

②【その他重要な報酬の内容】

記載すべき事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、コンフォートレターの作成業務

であります。

　

当連結会計年度

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、特に定めておりませんが、当社の事業規模の観点か

ら合理的監査日数等を総合的に勘案し決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１  連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31

日まで）の連結財務諸表および事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人による監査を受けております。

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会

計基準設定主体等の行う各種セミナーに参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※1  116,033 96,622

  受取手形及び売掛金 ※1，※5  12,666 18,455

  有価証券 99 16,000

  販売用不動産 ※1  20,836 15,289

  仕掛販売用不動産 ※1  57,021 ※1  82,138

  開発用不動産 ※1  16,701 7,855

  その他のたな卸資産 1,391 2,591

  繰延税金資産 4,423 3,984

  その他 ※1  7,005 8,858

  貸倒引当金 △26 △24

  流動資産合計 236,152 251,770

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 5,904 6,943

    減価償却累計額 △2,895 △3,280

    建物及び構築物（純額） ※1  3,008 3,662

   土地 ※1  12,347 ※1  13,674

   その他 1,381 1,702

    減価償却累計額 △859 △1,072

    その他（純額） 521 629

   有形固定資産合計 15,878 17,966

  無形固定資産   

   のれん ※4  11,131 ※4  12,463

   その他 3,797 11,209

   無形固定資産合計 14,928 23,673

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1，※2  1,804 ※1，※2  1,352

   繰延税金資産 438 922

   その他 ※1  6,522 ※1  7,399

   貸倒引当金 △282 △264

   投資その他の資産合計 8,483 9,409

  固定資産合計 39,289 51,049

 資産合計 275,442 302,820
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※5  33,949 30,103

  短期借入金 ※1  19,903 ※1  20,166

  未払法人税等 1,127 5,219

  前受金 10,388 11,656

  賞与引当金 1,655 3,203

  役員賞与引当金 61 127

  その他 15,556 17,587

  流動負債合計 82,643 88,065

 固定負債   

  社債 7,000 7,000

  長期借入金 ※1  42,180 ※1  36,417

  繰延税金負債 654 2,661

  退職給付引当金 4,637 －

  役員退職慰労引当金 284 325

  退職給付に係る負債 － 10,136

  その他 ※6  6,726 ※1，※6  8,221

  固定負債合計 61,484 64,761

 負債合計 144,127 152,826

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 41,171 41,171

  資本剰余金 38,098 38,098

  利益剰余金 53,186 72,850

  自己株式 △1,314 △1,326

  株主資本合計 131,142 150,793

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 192 332

  為替換算調整勘定 △44 23

  退職給付に係る調整累計額 － △1,182

  その他の包括利益累計額合計 147 △826

 少数株主持分 24 27

 純資産合計 131,314 149,994

負債純資産合計 275,442 302,820
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業収入 302,610 333,813

営業原価 ※1  253,975 ※1  285,207

売上総利益 48,635 48,605

販売費及び一般管理費 ※2  26,533 ※2  30,476

営業利益 22,101 18,128

営業外収益   

 受取利息 171 97

 受取配当金 21 20

 その他 509 578

 営業外収益合計 701 696

営業外費用   

 支払利息 1,444 912

 借入手数料 648 330

 補修工事費 137 342

 その他 302 373

 営業外費用合計 2,532 1,959

経常利益 20,270 16,865

特別利益   

 固定資産売却益 － ※4  2

 段階取得に係る差益 － 1,204

 負ののれん発生益 605 10,213

 その他 － ※3  274

 特別利益合計 605 11,694

特別損失   

 固定資産売却損 ※5  11 ※5  19

 固定資産除却損 ※6  92 ※6  175

 減損損失 ※7  624 ※7  229

 退職給付制度改定損 － 2,092

 その他 37 80

 特別損失合計 765 2,597

税金等調整前当期純利益 20,111 25,963

法人税、住民税及び事業税 2,562 7,424

法人税等調整額 2,011 △3,294

法人税等合計 4,573 4,130

少数株主損益調整前当期純利益 15,537 21,832

少数株主利益 2 2

当期純利益 15,535 21,829
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 15,537 21,832

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 66 140

 為替換算調整勘定 △7 68

 その他の包括利益合計 ※  59 ※  208

包括利益 15,596 22,040

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 15,594 22,037

 少数株主に係る包括利益 2 2
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 41,171 38,098 39,580 △1,310 117,540

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △1,929 　 △1,929

当期純利益 　 　 15,535 　 15,535

自己株式の取得 　 　 　 △4 △4

自己株式の処分 　 △0 　 0 0

利益剰余金から資本

剰余金への振替
　 0 △0 　 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 13,605 △3 13,601

当期末残高 41,171 38,098 53,186 △1,314 131,142
 

 

 

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 126 △37 ― 88 ― 117,629

当期変動額 　 　  　 　 　

剰余金の配当 　 　  　 　 △1,929

当期純利益 　 　  　 　 15,535

自己株式の取得 　 　  　 　 △4

自己株式の処分 　 　  　 　 0

利益剰余金から資本

剰余金への振替
　 　  　 　 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
66 △7 ― 59 24 83

当期変動額合計 66 △7 ― 59 24 13,685

当期末残高 192 △44 ― 147 24 131,314
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 当連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 41,171 38,098 53,186 △1,314 131,142

当期変動額

剰余金の配当 △2,165  △2,165

当期純利益 21,829 21,829

自己株式の取得  △14 △14

自己株式の処分 △0  1 1

利益剰余金から資本

剰余金への振替
0 △0 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
  

当期変動額合計 ― ― 19,664 △12 19,651

当期末残高 41,171 38,098 72,850 △1,326 150,793
 

 

 

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 192 △44 － 147 24 131,314

当期変動額

剰余金の配当 △2,165

当期純利益 21,829

自己株式の取得 △14

自己株式の処分 1

利益剰余金から資本

剰余金への振替
―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
140 68 △1,182 △974 2 △971

当期変動額合計 140 68 △1,182 △974 2 18,679

当期末残高 332 23 △1,182 △826 27 149,994
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 20,111 25,963

 減価償却費 851 1,595

 減損損失 624 229

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △37

 のれん償却額 921 1,062

 負ののれん発生益 △605 △10,213

 受取利息及び受取配当金 △192 △118

 支払利息 1,444 912

 固定資産除売却損益（△は益） 103 192

 段階取得に係る差損益（△は益） － △1,204

 退職給付制度改定損益（△は益） － 2,092

 売上債権の増減額（△は増加） △262 △4,251

 前受金の増減額（△は減少） △4,792 △2,933

 たな卸不動産の増減額（△は増加） 35,549 19,553

 仕入債務の増減額（△は減少） △7,835 △7,814

 預り金の増減額（△は減少） 1,112 △3,293

 その他 1,343 2,851

 小計 48,372 24,587

 利息及び配当金の受取額 188 106

 利息の支払額 △1,414 △927

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △622 △3,546

 営業活動によるキャッシュ・フロー 46,523 20,220

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,290 △2,095

 有形及び無形固定資産の売却による収入 849 60

 有価証券の取得による支出 △99 －

 有価証券の売却及び償還による収入 55 100

 投資有価証券の取得による支出 △1 △17

 投資有価証券の売却及び償還による収入 － 34

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出

※2  △2,258 ※2  △8,251

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による収入

※2  44 －

 定期預金の預入による支出 △75 △16,000

 その他 189 609

 投資活動によるキャッシュ・フロー △6,586 △25,560
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △2,238 △278

 
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は
減少）

△500 －

 長期借入れによる収入 26,751 25,000

 長期借入金の返済による支出 △43,903 △30,260

 社債の発行による収入 6,955 －

 社債の償還による支出 △10,000 －

 更生債権等の弁済による支出 － △6,312

 配当金の支払額 △1,922 △2,157

 その他 △47 △61

 財務活動によるキャッシュ・フロー △24,905 △14,069

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 59

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 15,051 △19,350

現金及び現金同等物の期首残高 100,654 115,706

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 57

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  115,706 ※1  96,413
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１  連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数     18社

主要な連結子会社の名称については、「第１  企業の概況  ４  関係会社の状況」に記載しているため、省

略しております。

なお、当連結会計年度より、㈱穴吹工務店およびその子会社４社については新たに株式を取得したことによ

り、㈱大京建設および大京オーストラリア㈱については新規設立により、和光アキュテック㈱については重要

性が増したことにより、それぞれ連結の範囲に含めております。

また、前連結会計年度まで連結子会社に含めておりました㈱ジャパン・リビング・コミュニティは、当社の

連結子会社である㈱大京アステージに吸収合併されたため、連結の範囲から除外しております。

 

(2) 主要な非連結子会社の名称

主要な非連結子会社はありません。

　

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、営業収入、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等

は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

　

２  持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社の数     －社

　

(2) 主要な持分法非適用会社の名称

主要な持分法非適用会社はありません。

　

(3) 持分法非適用会社について持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益および利益剰余金等に与える影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性が乏しいため、持分法の適用から除外しております。

　

３  連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、台湾大京股份有限公司および大京オーストラリア㈱の決算日は12月31日であります。

なお、連結財務諸表の作成にあたりましては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。
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４  会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②  販売用不動産、仕掛販売用不動産、開発用不動産およびその他のたな卸資産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。）

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産を除く。）

主として定率法

ただし、建物（建物附属設備を含む。）については、一部を除き定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物     ３～60年

②  無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

③  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②  賞与引当金

従業員への賞与支給に充てるため、支給見込額基準方式により計上しております。

③  役員賞与引当金

役員への賞与支給に充てるため、支給見込額基準方式により計上しております。

④  役員退職慰労引当金

役員の退任時に支給される株価連動型報酬等に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員

退職慰労引当金として計上しております。株価連動型報酬とは、毎年一定数のポイントを付与し、役員退任

時にポイントの合計に株価を乗じて得た額を金銭または株式にて支給するものであります。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①  退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②  数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、発生時に全額費用処理しております。

会計基準変更時差異は、主に15年による定額法により費用処理しております。

③  小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は簡便法を適用しております。

　

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除

く。）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。

　

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、５～20年間で均等償却しております。

なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんは、20年間で均等償却しており

ます。

　

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

　

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①  消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

②  連結納税制度の適用

当社および一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。

　

（会計方針の変更）

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文および

退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を「退職

給付に係る負債」として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異および会計基準変更時差異の未処理額を

「退職給付に係る負債」に計上いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の「退職給付に係る調整累計額」に加減し

ております。

この結果、当連結会計年度末において、「退職給付に係る負債」が10,136百万円計上されております。また、そ

の他の包括利益累計額が1,182百万円減少しております。

なお、１株当たり純資産額は1.41円減少しております。
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（未適用の会計基準等）

１  「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日）および「退職給付に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日）

　

(1) 概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点および国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異および未認

識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務および勤務費用の計算方法ならびに開示の拡充を中心に改正されたも

のであります。

　

(2) 適用予定日

退職給付債務および勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首より適用予定であります。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

当該会計基準等を適用することにより、平成27年３月期の期首において「利益剰余金」が670百万円増加する予

定であります。なお、連結損益計算書に与える影響は軽微となる見込みであります。

　

２  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号  平成25年９月13日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号  平成

25年９月13日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成25年９月13日）、「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成25年９月13日）

および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平成25年９月13

日）

　

(1) 概要

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分

変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示および少数株主持分から非支配株主持分への変

更、④暫定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものであります。

　

(2) 適用予定日

平成28年３月期の期首より適用予定であります。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月

期の期首以後実施される企業結合から適用予定であります。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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（表示方法の変更）

連結損益計算書

１  前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外収益の「固定資産税等精算金」については、金額的重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外収益の「固定資産税等精算金」に表示していた87

百万円は、「その他」として組み替えております。

　

２  前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「補修工事費」については、金額

的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外費用の「その他」に表示していた439百万円は、

「補修工事費」137百万円、「その他」302百万円として組み替えております。

　

連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました「定期預

金の預入による支出」については、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。この

表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に表示していた114百万円は、「定期預金の預入による支出」△75百万円、「その他」189百万円として

組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１  これらの資産のうち担保に供している資産と担保付債務は次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

現金及び預金 90 －

受取手形及び売掛金 51 －

販売用不動産 778 －

仕掛販売用不動産 15,966 24,403

開発用不動産 4,040 －

建物及び構築物 91 －

土地 144 524

その他（投資その他の資産） 1,352 1,643

計 22,514 26,571
 

 

(2) 担保付債務

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

短期借入金 5,291 6,040

長期借入金 12,576 14,173

その他（固定負債） － 387

計 17,867 20,600
 

 

上記以外に住宅瑕疵担保履行法に基づく保証供託金および営業保証供託金として差し入れている資産は次のと

おりであります。

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

その他（流動資産） 5 －

投資有価証券 53 54

その他（投資その他の資産） 762 1,198
 

 

※２  非連結子会社および関連会社に対するものは次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

投資有価証券（株式） 188 24
 

 

３  保証債務

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

顧客住宅ローンに関する抵当権設定登記完
了までの金融機関等に対する連帯保証債務

33,591 34,101

非連結子会社の金融機関からの借入に対す
る連帯保証債務

12 －

計 33,603 34,101
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※４  のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

のれん 11,622 12,915

負ののれん 491 451

差引 11,131 12,463
 

 

※５  連結会計年度末日満期手形の処理

連結会計年度末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結会計年度末日が金融

機関の休日であったため、連結会計年度末日満期手形が以下の科目に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

受取手形 112 －

支払手形 4,288 －
 

 

※６  企業結合に係る特定勘定

 

前連結会計年度（平成25年３月31日）

　

固定負債「その他」に企業結合に係る特定勘定319百万円が含まれております。これは、当社の連結子会社である

オリックス・ファシリティーズ㈱が平成25年３月29日付で㈱アペックス和光の株式を取得したことによるもので、

その内容は同社が加入している厚生年金基金の脱退時に見込まれる拠出金見積額などであります。

　

当連結会計年度（平成26年３月31日）

　

固定負債「その他」に企業結合に係る特定勘定199百万円が含まれております。これは、当社の連結子会社である

オリックス・ファシリティーズ㈱が平成25年３月29日付で㈱アペックス和光の株式を取得したことによるもので、

その内容は同社が加入している厚生年金基金の脱退時に見込まれる拠出金見積額などであります。
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（連結損益計算書関係）

※１  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 百万円 百万円

営業原価 2,482 2,497
 

 

※２  販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 百万円 百万円

広告宣伝費 6,335 5,404

支払手数料 2,546 3,268

給料手当及び賞与 7,754 8,917

賞与引当金繰入額 519 978

役員賞与引当金繰入額 61 127

退職給付費用 805 799

役員退職慰労引当金繰入額 45 42

貸倒引当金繰入額 0 1
 

 

※３ 企業結合に係る特定勘定取崩益

 

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

 
該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

 
特別利益「その他」に企業結合に係る特定勘定取崩益268百万円が含まれております。これは、当社が平成25年４

月１日付で㈱穴吹工務店の株式を取得した際に、同社が加入していた厚生年金基金の脱退時に見込まれる拠出金見

積額を企業結合に係る特定勘定として負債計上していたものについて、厚生年金基金からの脱退が認可されたた

め、確定した支払額との差額を取崩したものなどであります。

 
※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 百万円 百万円

その他（有形固定資産） － 2

その他（無形固定資産） － 0

計 － 2
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※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 百万円 百万円

建物及び構築物 17 0

土地 △6 6

その他（有形固定資産） 0 12

計 11 19
 

 

※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 百万円 百万円

建物及び構築物 74 90

その他（有形固定資産） 17 83

その他（無形固定資産） 0 1

計 92 175
 

 

※7 減損損失

 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

 

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

 

主な用途 種類 場所

― のれん 東京都渋谷区
 

当社グループは、のれんは帰属する事業に関連する資産として、その事業が属する事業区分における資産グ

ループとともにグルーピングを行っております。当該のれんについては、株式取得時に想定していた収益が見込

めなくなったことから、未償却残高624百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

 

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

 

主な用途 種類 場所

賃貸施設 建物・土地・その他 東京都中野区

遊休資産 土地 香川県高松市
 

当社グループは、賃貸用資産および遊休資産を個別の物件ごとにグルーピングし減損損失の検討を行いまし

た。

その結果、将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回ることとなった資産について帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額229百万円を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物32百万円、土

地196百万円、その他0百万円であります。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定士による鑑定評価額を使

用しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

 
前連結会計年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

 百万円 百万円

その他有価証券評価差額金   

  当期発生額 105 222

  組替調整額 － △4

    税効果調整前 105 217

    税効果額 △39 △77

    その他有価証券評価差額金 66 140

為替換算調整勘定   

  当期発生額 △7 68

              その他の包括利益合計 59 208
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

 

１  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 445,337,738 － － 445,337,738

第１種優先株式 10,000,000 － － 10,000,000

第２種優先株式 11,250,000 － － 11,250,000

第４種優先株式 18,750,000 － － 18,750,000

第７種優先株式 25,000,000 － － 25,000,000

第８種優先株式 23,598,144 － － 23,598,144

合計 533,935,882 － － 533,935,882

自己株式     

普通株式 3,380,892 19,413 568 3,399,737

合計 3,380,892 19,413 568 3,399,737
 

（注）１  普通株式の自己株式の株式数の増加19,413株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少568株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

 

２  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月15日
取締役会

 普通株式 1,104 2.50

平成24年３月31日 平成24年６月22日

第１種優先株式 88
8.88

第２種優先株式 99

第４種優先株式 150 8.00

第７種優先株式 250
10.00

第８種優先株式 235
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月14日
取締役会

普通株式

利益剰余金

1,325 3.00

平成25年３月31日 平成25年６月21日

第１種優先株式 88

8.84第２種優先株式 99

第４種優先株式 165

第７種優先株式 250
10.00

第８種優先株式 235
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

 

１  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 445,337,738 398,204,999 － 843,542,737

第１種優先株式 10,000,000 － － 10,000,000

第２種優先株式 11,250,000 － 11,250,000 －

第４種優先株式 18,750,000 － 18,750,000 －

第７種優先株式 25,000,000 － 25,000,000 －

第８種優先株式 23,598,144 － 23,598,144 －

合計 533,935,882 398,204,999 78,598,144 853,542,737

自己株式     

普通株式 3,399,737 46,571 3,461 3,442,847

第２種優先株式 － 11,250,000 11,250,000 －

第４種優先株式 － 18,750,000 18,750,000 －

第７種優先株式 － 25,000,000 25,000,000 －

第８種優先株式 － 23,598,144 23,598,144 －

合計 3,399,737 78,644,715 78,601,605 3,442,847
 

（注）１  普通株式の発行済株式総数の増加398,204,999株は、第２種優先株式、第４種優先株式、第７種優先株式およ

び第８種優先株式について平成26年２月27日付で取得請求権が行使されたことにより、当該優先株式と引換

えに普通株式を交付したことによるものであります。

２  普通株式の自己株式の株式数の増加46,571株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３  普通株式の自己株式の株式数の減少3,461株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

４  第２種優先株式、第４種優先株式、第７種優先株式および第８種優先株式の自己株式の株式数の増加および

減少は、取得請求権が行使されたことに伴い平成26年２月27日付で優先株式を取得し、同日付で取締役会決

議に基づき消却したことによるものであります。
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２  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月14日
取締役会

 普通株式 1,325 3.00

平成25年３月31日 平成25年６月21日

第１種優先株式 88

8.84第２種優先株式 99

第４種優先株式 165

第７種優先株式 250
10.00

第８種優先株式 235
 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月13日
取締役会

普通株式
利益剰余金

2,520 3.00
平成26年３月31日 平成26年６月26日

第１種優先株式 84 8.44
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。

 

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

  百万円 百万円

現金及び預金勘定 116,033 96,622

預金期間が３ヵ月を超える定期預金 △327 △16,208

取得日から３ヵ月以内に償還期限の
到来する有価証券

－ 16,000

現金及び現金同等物 115,706 96,413
 

 

※２  株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

 

(1) 株式の取得により新たに㈱グランドアメニティを連結したことに伴う連結開始時の資産および負債の内訳なら

びに当該会社株式の取得価額と取得による支出（純額）との関係は次のとおりであります。

  百万円

流動資産 783

固定資産 2,091

のれん 1,510

流動負債 △800

固定負債 △978

少数株主持分 △21

株式取得価額 2,585

現金及び現金同等物 △327

  差引：取得による支出 △2,258
 

 

(2) 株式交換により新たに㈱アペックス和光を連結したことに伴う連結開始時の資産および負債の内訳ならびに当

該会社株式の取得価額と取得による収入（純額）との関係は次のとおりであります。

  百万円

流動資産 3,344

固定資産 774

流動負債 △1,959

固定負債 △603

少数株主持分 △0

負ののれん発生益 △605

株式取得価額 950

現金及び現金同等物 △994

  差引：取得による収入 44
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

　

株式の取得により新たに㈱穴吹工務店およびその子会社４社を連結したことに伴う連結開始時の資産および負債

の内訳ならびに当該会社株式の取得価額と取得による支出（純額）との関係は次のとおりであります。

  百万円

流動資産 59,008

固定資産 11,138

のれん 2,395

流動負債 △14,861

固定負債 △16,756

負ののれん発生益 △10,184

株式取得価額 30,739

段階取得に係る差益 △1,204

現金及び現金同等物 △21,283

  差引：取得による支出 △8,251
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（リース取引関係）

１  ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、通信機器（工具、器具及び備品）であります。

無形固定資産

ソフトウエアであります。

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

１年以内 956 958

１年超 3,909 2,962

合計 4,866 3,920
 

　

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

１年以内 531 531

１年超 3,278 2,746

合計 3,809 3,278
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（金融商品関係）

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にマンション事業を行うために必要な資金を金融機関からの借入や社債発行等により調達

しております。また、一時的な余資については安全性の高い金融商品で運用しております。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客および取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては、相手先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、回収遅延債権について定期的な報告を求め、回

収懸念の早期把握によりリスク軽減を図っております。

有価証券および投資有価証券は主に満期保有目的の債券および事業において関連する企業の株式であり、市場

価格の変動リスク等に晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握

し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、保有状況を継続的に見直しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金および社債は主にマンション事業に係る資金調達であります。

これら営業債務、借入金および社債は、流動性リスクを伴っておりますが、当社グループでは、資金繰計画を

作成、適宜見直すことにより、当該リスクを管理しております。

　

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２参照）。

　

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1) 現金及び預金 116,033 116,033 －

(2) 受取手形及び売掛金 12,666   

貸倒引当金（※） △11   

 12,654 12,654 －

(3) 有価証券および投資有価証券    

①  満期保有目的の債券 173 174 1

②  その他有価証券 904 904 －

資産計 129,765 129,767 1

(1) 支払手形及び買掛金 33,949 33,947 △2

(2) 短期借入金 19,903 19,909 5

(3) 社債 7,000 7,037 37

(4) 長期借入金 42,180 42,227 46

負債計 103,034 103,121 87
 

（※）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

　

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1) 現金及び預金 96,622 96,622 －

(2) 受取手形及び売掛金 18,455   

貸倒引当金（※） △5   

 18,450 18,450 －

(3) 有価証券および投資有価証券    

①  満期保有目的の債券 16,073 16,074 1

②  その他有価証券 1,109 1,109 －

資産計 132,255 132,256 1

(1) 支払手形及び買掛金 30,103 30,103 －

(2) 短期借入金 20,166 20,203 36

(3) 社債 7,000 7,140 140

(4) 長期借入金 36,417 36,471 54

負債計 93,687 93,919 231
 

（※）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）１  金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券および投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格および業界団体が公表する売買参考統計値によっております。ただ

し、譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

　

負  債

(1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 短期借入金および(4) 長期借入金

これらのうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異

なっていないことから、時価は帳簿価額にほぼ等しいため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるも

のは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額を、同様の新規借入において想定される利率で割

引いた現在価値によっております。

(3) 社債

当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

　

（注）２  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

非上場株式 329 169

匿名組合出資金 497 0
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 有価証

券および投資有価証券」には含めておりません。
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（注）３  金銭債権および満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 116,033 － － －

受取手形及び売掛金 12,666 － － －

有価証券および投資有価証券     

  満期保有目的の債券     

    国債 100 75 － －

合計 128,799 75 － －
 

　

　

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 96,622 － － －

受取手形及び売掛金 18,455 － － －

有価証券および投資有価証券     

  満期保有目的の債券     

    国債 － 75 － －

    譲渡性預金 16,000 － － －

合計 131,077 75 － －
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（注）４  社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 

区分
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 19,903 － － － － －

社債 － － 5,000 － 2,000 －

長期借入金 － 29,199 9,611 1,880 1,490 －

合計 19,903 29,199 14,611 1,880 3,490 －
 

　

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 

区分
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 20,166 － － － － －

社債 － 5,000 － 2,000 － －

長期借入金 － 27,850 4,977 1,490 2,100 －

合計 20,166 32,850 4,977 3,490 2,100 －
 

　

EDINET提出書類

株式会社大京(E03929)

有価証券報告書

 83/126



 

（有価証券関係）

１  満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

国債・地方債等

 
 

73

 
 

74

 
 

1

小計 73 74 1

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

国債・地方債等

 
 

99

 
 

99

 
 

△0

小計 99 99 △0

合計 173 174 1
 

　

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

国債・地方債等

 
 

73

 
 

74

 
 

1

小計 73 74 1

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

譲渡性預金

 
 

16,000

 
 

16,000

 
 

－

小計 16,000 16,000 －

合計 16,073 16,074 1
 

　

２  その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式

 
 

861

 
 

582

 
 

279

小計 861 582 279

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式

 
 

42

 
 

42

 
 

－

小計 42 42 －

合計 904 624 279
 

　

　

　

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 

区分
連結貸借対照表計上額 取得原価 差額
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（百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式

 
 

1,093

 
 

595

 
 

498

小計 1,093 595 498

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式

 
 

15

 
 

17

 
 

△1

小計 15 17 △1

合計 1,109 612 496
 

　

３  連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

 

区分
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 34 4 －

合計 34 4 －
 

　

EDINET提出書類

株式会社大京(E03929)

有価証券報告書

 85/126



 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）および当連結会計年度（自  平成25年４月１日  

至  平成26年３月31日）

　

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（退職給付関係）

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　

１  採用している退職給付制度の概要

当社および主な国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度および退職一時金制度

を、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度等を設けております。

　

２  退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

(1) 退職給付債務 △11,386

(2) 年金資産 4,757

(3) 未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △6,629

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 217

(5) 未認識数理計算上の差異 1,921

(6) 未認識過去勤務債務 △33

(7) 連結貸借対照表計上額純額（(3)＋(4)＋(5)＋(6)） △4,523

(8) 前払年金費用 114

(9) 退職給付引当金（(7)－(8)） △4,637
 

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３  退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

(1) 勤務費用 529

(2) 利息費用 166

(3) 期待運用収益 △108

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 108

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 405

(6) 過去勤務債務の費用処理額 △19

(7) 退職給付費用（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)） 1,082

(8) その他 319

(9)                計（(7)＋(8)） 1,401
 

（注）１  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

２  「(8) その他」は、確定拠出年金制度への掛金支払額等であります。

　

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 0.7％～0.9％

(3) 期待運用収益率 3.0％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 主に発生時に一括処理

(5) 数理計算上の差異の処理年数 ５年～８年

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 15年
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当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

　

１  採用している退職給付制度の概要

当社および主な国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度および退職一時金制度を、

確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度等を設けております。

なお、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度および退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る

負債および退職給付費用を計算しております。

　

２  確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
 百万円

退職給付債務の期首残高 11,386

  勤務費用 907

  利息費用 121

  数理計算上の差異の発生額 3

  退職給付の支払額 △490

  過去勤務費用の発生額 2,141

 企業結合の影響による増減額 1,635

退職給付債務の期末残高 15,706
 

（注）当社および一部の連結子会社において、選択定年制度を導入したことなどにより過去勤務費用が発生

しております。

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
 百万円

年金資産の期首残高 4,757

  期待運用収益 137

  数理計算上の差異の発生額 374

  事業主からの拠出額 476

  退職給付の支払額 △176

年金資産の期末残高 5,570
 

　

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
 百万円

積立型制度の退職給付債務 6,593

年金資産 △5,570

 1,022

非積立型制度の退職給付債務 9,113

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 10,136
 

　

退職給付に係る負債 10,136

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 10,136
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
 百万円

勤務費用 907

利息費用 121

期待運用収益 △137

数理計算上の差異の費用処理額 395

過去勤務費用の費用処理額 2,108

会計基準変更時差異の費用処理額 108

確定給付制度に係る退職給付費用 3,503
 

（注）当社および一部の連結子会社において、選択定年制度を導入したことなどにより過去勤務費用が発生

しております。

 

(5) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
 百万円

未認識数理計算上の差異 1,155

会計基準変更時差異の未処理額 108

合計 1,263
 

　

(6) 年金資産に関する事項

①  年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
 ％

債券 30

株式 56

現金及び預金 11

その他 3

合計 100
 

(注)  年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が99％含まれております。

　

②  長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

 
割引率 0.7％～1.5％

長期期待運用収益率 3.0％
 

　

３  確定拠出制度

当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、469百万円でありました。
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（ストック・オプション等関係）

１  費用計上額及び科目名

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）および当連結会計年度（自  平成25年４月１日

  至  平成26年３月31日）

　

該当事項はありません。

　

２  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 

 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役および執行役 12名

当社使用人 550名

当社子会社等の取締役および監査役 20名

当社子会社等使用人 348名

株式の種類別のストック・オプションの付与数
（注）１

普通株式  5,466,000株

付与日 平成17年８月12日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成19年６月29日から平成27年６月28日まで    （注）２
 

（注）１  株式数に換算して記載しております。

２  新株予約権の行使の条件については、「第４  提出会社の状況  １  株式等の状況  (2)  新株予約権等の状

況  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（注）４」に記載しており

ます。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成26年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については株式数に換算して記載しております。

　

①  ストック・オプションの数

 

  平成17年ストック・オプション

権利確定前   

期首 （株） －

付与 （株） －

失効 （株） －

権利確定 （株） －

未確定残 （株） －

権利確定後   

期首 （株） 3,774,000

権利確定 （株） －

権利行使 （株） －

失効 （株） 241,000

未行使残 （株） 3,533,000
 

　

②  単価情報

 

  平成17年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 387

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） －
 

　

３  ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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（税効果会計関係）

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

繰延税金資産   

  減損損失 3,107 3,314

  賞与引当金 634 1,164

  退職給付引当金 1,518 －

  退職給付に係る負債 － 3,551

  繰越欠損金 23,058 17,848

  その他 1,641 1,862

繰延税金資産小計 29,959 27,741

評価性引当額 △24,880 △21,969

繰延税金資産合計 5,079 5,772

繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 87 162

  全面時価評価法による評価差額金 653 3,290

  その他 131 139

繰延税金負債合計 871 3,593

繰延税金資産の純額 4,207 2,179
 

　

　

なお、前連結会計年度および当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

流動資産－繰延税金資産 4,423 3,984

固定資産－繰延税金資産 438 922

流動負債－繰延税金負債 － 66

固定負債－繰延税金負債 654 2,661
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２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 ％ ％

法定実効税率 38.0 38.0

（調整）   

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 0.8

  住民税均等割 0.5 0.6

  のれん償却額 1.7 1.5

  負ののれん発生益 △1.1 △15.0

  のれん減損損失 1.2 －

  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正等 － 1.2

  連結納税による影響額 △0.7 0.1

  評価性引当額 △17.6 △11.7

  その他 0.2 0.4

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.7 15.9
 

　

３  法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月

１日に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。また「地方税法等の一部を改

正する法律」（平成26年法律第４号）および「地方法人税法」（平成26年法律第11号）が平成26年３月31日に公

布され、平成27年４月１日に開始する連結会計年度から住民税率が軽減される代わりに、国税とされる地方法人

税が課されることになりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等について、従来の38.01％から

35.64％となります。

この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が326百万円、退職給付に係る調整累計

額が5百万円それぞれ減少し、法人税等調整額が320百万円増加しております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

①  被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 ㈱穴吹工務店およびその子会社４社

事業の内容 建設工事全般の設計・施工、マンションの企画建設・販売、

戸建住宅の施工・販売、マンションの管理、不動産の売買仲介・賃貸・

賃貸管理
 

②  企業結合を行った主な理由

㈱穴吹工務店は、長年にわたって住宅事業を展開してきた歴史のある企業であり、これまで地方中核都市を

主体にサーパスマンションブランドでマンションを供給してきたほか、同社の子会社においてもマンション管

理事業、不動産仲介事業など、不動産に係わる総合的なサービス体制が整備されており、当社が同社株式を取

得することで、それぞれの企業が持つ強みが融合され、様々なシナジー効果が期待されることなどから株式を

取得いたしました。

③  企業結合日

平成25年４月１日

④  企業結合の法的形式

株式取得

⑤  結合後企業の名称

㈱穴吹工務店

㈱穴吹コミュニティ

㈱穴吹建設

㈱穴吹不動産センター

㈱穴吹エンジニアリング

⑥  取得した議決権比率

100％

⑦  取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

　

(2) 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

　

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 30,700百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 39百万円

取得原価  30,739百万円
 

　

　

(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

被取得企業の取得原価 30,739百万円

取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額 29,535百万円

差額（段階取得に係る差益） 1,204百万円
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(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①  発生したのれんの金額

㈱穴吹コミュニティ          2,050百万円

㈱穴吹建設                    323百万円

㈱穴吹不動産センター           21百万円

②  発生原因

企業結合時の時価純資産が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

③  償却方法及び償却期間

㈱穴吹コミュニティ        18年間にわたる均等償却

㈱穴吹建設                ５年間にわたる均等償却

㈱穴吹不動産センター      ５年間にわたる均等償却

　

(6) 発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因

①  発生した負ののれん発生益の金額

㈱穴吹工務店                9,965百万円

㈱穴吹エンジニアリング        219百万円

②  発生原因

企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として認識しておりま

す。

　

(7) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 59,008百万円

固定資産 11,138百万円

資産合計 70,146百万円

流動負債 14,861百万円

固定負債 16,756百万円

負債合計 31,617百万円
 

なお、上記金額は、㈱穴吹工務店およびその子会社４社の数値を記載しております。

　

(8) のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種類別の加重

平均償却期間

種類 金額 加重平均償却期間

顧客関連資産（管理受託） 6,565百万円 18年

商標権 317百万円 5年

顧客関連資産（請負工事） 53百万円 1年

合計 6,935百万円 17年
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）および当連結会計年度（自  平成25年４月１日  

至  平成26年３月31日）

　

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）および当連結会計年度（自  平成25年４月１日  

至  平成26年３月31日）

　

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、商品・サービス別に事業活動を行うグループ各社で構成されており、グループ各社は取り扱う

商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、グループ各社を基礎とした商品・サービス別の事業セグメントから構成されてお

り、「不動産開発事業」、「不動産管理事業」および「不動産流通事業」の３つを報告セグメントとしておりま

す。

「不動産開発事業」は、マンションの開発・分譲およびそれに附帯する事業を行っております。「不動産管理事

業」は、マンション・ビル等の管理および修繕工事等の請負ならびにマンションの入居者向けサービス等を行って

おります。「不動産流通事業」は、不動産の売買仲介および不動産販売ならびにマンション・ビル等の賃貸・賃貸

管理を行っております。

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。セグメント間の内部売上高および振替高は市場実勢価格

に基づいております。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（単位：百万円）

 
不動産開発
事業

不動産管理
事業

不動産流通
事業

調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 158,705 120,794 23,110 － 302,610

セグメント間の内部売上高
又は振替高

193 1,825 72 △2,092 －

計 158,899 122,620 23,183 △2,092 302,610

セグメント利益 14,923 8,317 1,223 △2,362 22,101

セグメント資産 217,303 49,957 13,854 △5,673 275,442

その他の項目      

減価償却費 284 432 140 △6 851

のれんの償却額 45 785 90 － 921

支払利息 1,636 11 30 △233 1,444

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

4,965 4,296 343 △108 9,496
 

（注）１  調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△2,362百万円には、セグメント間取引消去13百万円および各報告セグメントに配

分していない全社費用△2,376百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額△5,673百万円には、セグメント間取引消去△6,606百万円および各報告セグメン

トに配分していない全社資産933百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しな

い余資運用資金（預金および有価証券）、投資資金（投資有価証券）等であります。

２  セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

（単位：百万円）

 
不動産開発
事業

不動産管理
事業

不動産流通
事業

調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 142,193 155,597 36,022 － 333,813

セグメント間の内部売上高
又は振替高

572 2,659 610 △3,841 －

計 142,765 158,257 36,632 △3,841 333,813

セグメント利益 9,182 9,690 2,388 △3,132 18,128

セグメント資産 186,409 70,667 20,753 24,989 302,820

その他の項目      

減価償却費 441 988 179 △14 1,595

のれんの償却額 45 964 52 － 1,062

支払利息 908 6 30 △32 912

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,542 10,558 969 △47 14,022
 

（注）１  調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△3,132百万円には、セグメント間取引消去17百万円および各報告セグメントに配

分していない全社費用△3,149百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額24,989百万円には、セグメント間取引消去△8,044百万円および各報告セグメント

に配分していない全社資産33,033百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属し

ない余資運用資金（預金および有価証券）、投資資金（投資有価証券）等であります。

２  セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

　

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

　

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

　

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（単位：百万円）

 
不動産開発
事業

不動産管理
事業

不動産流通
事業

全社・消去 合計

減損損失 － － 624 － 624
 

　

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

（単位：百万円）

 
不動産開発
事業

不動産管理
事業

不動産流通
事業

全社・消去 合計

減損損失 224 4 － － 229
 

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（単位：百万円）

 
不動産開発
事業

不動産管理
事業

不動産流通
事業

全社・消去 合計

（のれん）      

当期償却額 58 809 93 － 961

当期末残高 639 10,335 647 － 11,622

（負ののれん）      

当期償却額 12 24 3 － 39

当期末残高 171 294 25 － 491
 

（注）負ののれんおよび負ののれん償却額は、連結財務諸表上はのれんおよびのれん償却額とそれぞれ相殺しておりま

す。

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

（単位：百万円）

 
不動産開発
事業

不動産管理
事業

不動産流通
事業

全社・消去 合計

（のれん）      

当期償却額 58 988 56 － 1,102

当期末残高 581 11,720 613 － 12,915

（負ののれん）      

当期償却額 12 24 3 － 39

当期末残高 159 270 22 － 451
 

（注）負ののれんおよび負ののれん償却額は、連結財務諸表上はのれんおよびのれん償却額とそれぞれ相殺しておりま

す。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

　

「不動産管理事業」セグメントにおいて、㈱アペックス和光を株式交換により連結子会社といたしました。これ

に伴い当連結会計年度において、605百万円の負ののれん発生益を計上しております。

　

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

　

「不動産開発事業」セグメントにおいて、㈱穴吹工務店およびその子会社を株式取得により連結子会社といたし

ました。これに伴い当連結会計年度において、10,184百万円の負ののれん発生益を計上しております。

また、「不動産管理事業」セグメントにおいて、和光アキュテック㈱の株式を追加取得いたしました。これに伴

い当連結会計年度において、28百万円の負ののれん発生益を計上しております。

　

【関連当事者情報】

１  関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

 

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

オリックス
不動産㈱

東京都
港区

200
不動産
関連事業

なし 役員の兼任
土地建物の
購入

3,810 － －

 

（注）１ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２  取引条件及び取引条件の決定方針等

土地建物の購入金額については、不動産鑑定士の鑑定価格を参考にして交渉により決定しております。

　

当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

該当事項はありません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２  親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

オリックス株式会社（東京証券取引所・ニューヨーク証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　

 
前連結会計年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 214.99円 173.65円

１株当たり当期純利益金額 33.25円 45.50円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 18.24円 25.64円
 

（注）１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益 （百万円） 15,535 21,829

普通株主に帰属しない金額 （百万円） 839 84

（うち、優先配当額）  （839） （84）

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 14,695 21,745

普通株式の期中平均株式数 （株） 441,948,671 477,916,061

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額 （百万円） 839 84

（うち、優先配当額）  （839） （84）

普通株式増加数 （株） 409,581,563 373,579,470

（うち、優先株式） （409,581,563） （373,579,470）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権（注）１
3,774個

（普通株式   3,774千株）

新株予約権（注）２
3,533個

（普通株式   3,533千株）
 

（注）１  平成17年６月28日付株主総会の特別決議に基づく新株予約権3,774個（普通株式3,774千株）であります。

２  平成17年６月28日付株主総会の特別決議に基づく新株予約権3,533個（普通株式3,533千株）であります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高

（百万円）
利率

（％）
担保 償還期限

提出会社 第６回無担保普通社債 平成24年10月25日 5,000 5,000 1.21 無担保 平成27年10月23日

提出会社 第７回無担保普通社債 平成24年10月25日 2,000 2,000 1.79 無担保 平成29年10月25日

合計 ― ― 7,000 7,000 － ― ―
 

（注）連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

 
１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ 5,000 － 2,000 －
 

　

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 276 －  － ―

１年以内に返済予定の長期借入金 19,627 20,166 1.37 ―

１年以内に返済予定のリース債務 28 27 2.70 ―

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く）

42,180 36,417 1.08
平成27年４月30日～
平成31年３月29日

リース債務（１年以内に返済予定の
ものを除く）

50 35 2.83
平成27年４月４日～
平成30年６月30日

合計 62,164 56,646 － ―
 

（注）１  「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２  長期借入金およびリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

 

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 27,850 4,977 1,490 2,100

リース債務 22 7 4 0
 

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当連結

会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

営業収入 （百万円） 68,812 154,988 218,417 333,813

税金等調整前
四半期（当期）純利益金額

（百万円） 11,042 16,395 17,329 25,963

四半期（当期）純利益金額 （百万円） 9,891 13,350 13,988 21,829

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 22.38 30.21 31.65 45.50
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.38 7.83 1.44 13.20
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

 

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 93,928 45,834

  受取手形 ※4  200 136

  売掛金 ※3  335 ※3  269

  有価証券 99 16,000

  販売用不動産 ※1  15,518 6,547

  仕掛販売用不動産 ※1  56,243 ※1  66,911

  開発用不動産 ※1  16,679 5,345

  未成工事支出金 68 68

  その他のたな卸資産 157 0

  前渡金 520 347

  前払費用 2,642 2,328

  繰延税金資産 3,095 2,025

  その他 ※1,※3  7,084 ※3  9,506

  貸倒引当金 △13 △11

  流動資産合計 196,561 155,310

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 2,374 2,294

   構築物 22 20

   機械及び装置 29 26

   工具、器具及び備品 295 241

   土地 11,936 11,744

   リース資産 26 9

   有形固定資産合計 14,684 14,336

  無形固定資産   

   のれん 468 422

   ソフトウエア 363 970

   その他 360 245

   無形固定資産合計 1,191 1,638

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  1,449 ※1  1,152

   関係会社株式 24,256 54,350

   従業員に対する長期貸付金 30 19

   関係会社長期貸付金 675 508

   破産更生債権等 134 137

   長期前払費用 533 363

   繰延税金資産 339 263

   その他 ※1  2,850 ※1  2,924

   貸倒引当金 △135 △137

   投資損失引当金 △2,373 △934

   投資その他の資産合計 27,762 58,649

  固定資産合計 43,639 74,624

 資産合計 240,200 229,934
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※4  19,090 10,804

  買掛金 165 321

  工事未払金 ※3  4,988 ※3  1,813

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  19,564 ※1  20,166

  リース債務 ※3  10 2

  未払金 ※3  902 650

  未払費用 ※3  2,442 ※3  2,445

  未払法人税等 366 154

  前受金 9,124 6,779

  預り金 ※3  5,016 ※3  4,179

  前受収益 12 14

  賞与引当金 506 689

  役員賞与引当金 27 47

  その他 42 59

  流動負債合計 62,259 48,129

 固定負債   

  社債 7,000 7,000

  長期借入金 ※1  42,131 ※1  36,417

  リース債務 ※3  16 7

  退職給付引当金 2,395 4,103

  役員退職慰労引当金 154 173

  資産除去債務 69 73

  その他 1,022 1,058

  固定負債合計 52,790 48,832

 負債合計 115,050 96,962

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 41,171 41,171

  資本剰余金   

   資本準備金 33,462 33,462

   資本剰余金合計 33,462 33,462

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 51,643 59,349

   利益剰余金合計 51,643 59,349

  自己株式 △1,314 △1,326

  株主資本合計 124,963 132,656

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 187 316

  評価・換算差額等合計 187 316

 純資産合計 125,150 132,972

負債純資産合計 240,200 229,934
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業収入 ※1  158,895 ※1  101,388

営業原価 ※1  127,570 ※1  81,186

売上総利益 31,324 20,202

販売費及び一般管理費 ※1,※2  18,765 ※1,※2  15,665

営業利益 12,559 4,536

営業外収益   

 受取利息 ※1  209 ※1  123

 受取配当金 ※1  5,319 ※1  6,115

 その他 ※1  396 ※1  487

 営業外収益合計 5,925 6,726

営業外費用   

 支払利息 ※1  1,404 ※1  811

 社債利息 218 96

 借入手数料 648 330

 補修工事費 ※1  142 ※1  351

 その他 ※1  191 ※1  180

 営業外費用合計 2,605 1,770

経常利益 15,879 9,493

特別利益   

 投資損失引当金戻入額 1,295 1,439

 特別利益合計 1,295 1,439

特別損失   

 固定資産売却損 ※3  11 －

 固定資産除却損 ※4  67 ※4  20

 減損損失 － 224

 関係会社株式評価損 675 －

 退職給付制度改定損 － 1,409

 その他 34 22

 特別損失合計 788 1,677

税引前当期純利益 16,386 9,254

法人税、住民税及び事業税 △1,126 △1,692

法人税等調整額 1,707 1,075

法人税等合計 580 △617

当期純利益 15,805 9,871
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【営業原価明細書】

 

 
前事業年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当事業年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

区分 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ 用地費 49,558 38.8 29,897 36.8

Ⅱ 外注費 68,959 54.1 44,459 54.8

Ⅲ 労務費 2,319 1.8 1,828 2.3

Ⅳ 経費 5,362 4.2 4,971 6.1

Ⅴ 購入販売用不動産 1,371 1.1 28 0.0

    営業原価 127,570 100.0 81,186 100.0
 

（注）１  原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

２  購入販売用不動産は、一括仕入等による土地付マンションの販売原価であります。
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)　

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 41,171 33,462 ― 33,462 37,767 37,767

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △1,929 △1,929

当期純利益 　 　 　 　 15,805 15,805

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 △0 △0 　 　

利益剰余金から資本

剰余金への振替
　 　 0 0 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － － 13,876 13,876

当期末残高 41,171 33,462 － 33,462 51,643 51,643
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,310 111,091 126 126 111,217

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △1,929 　 　 △1,929

当期純利益 　 15,805 　 　 15,805

自己株式の取得 △4 △4 　 　 △4

自己株式の処分 0 0 　 　 0

利益剰余金から資本

剰余金への振替
　 － 　 　 －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 60 60 60

当期変動額合計 △3 13,872 60 60 13,933

当期末残高 △1,314 124,963 187 187 125,150
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 当事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)　

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 41,171 33,462 － 33,462 51,643 51,643

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △2,165 △2,165

当期純利益 　 　 　 　 9,871 9,871

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 △0 △0 　 　

利益剰余金から資本

剰余金への振替
　 　 0 0 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － － 7,706 7,706

当期末残高 41,171 33,462 － 33,462 59,349 59,349
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,314 124,963 187 187 125,150

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △2,165 　 　 △2,165

当期純利益 　 9,871 　 　 9,871

自己株式の取得 △14 △14 　 　 △14

自己株式の処分 1 1 　 　 1

利益剰余金から資本

剰余金への振替
　 － 　 　 －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 129 129 129

当期変動額合計 △12 7,693 129 129 7,822

当期末残高 △1,326 132,656 316 316 132,972
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法

(2) 子会社株式

移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 販売用不動産、仕掛販売用不動産、開発用不動産、未成工事支出金およびその他のたな卸資産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。）

 

３  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

定率法

ただし、建物（建物附属設備を含む。）については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物     ３～60年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(4) 投資その他の資産（長期前払費用およびその他）

均等償却
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４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金

関係会社への投資に係る損失に備えるため、その財政状態等を勘案して必要額を計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員への賞与支給に充てるため、支給見込額基準方式により計上しております。

(4) 役員賞与引当金

役員への賞与支給に充てるため、支給見込額基準方式により計上しております。

(5) 退職給付引当金

従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。

退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処理方法

数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の８年による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、発生時に全額費用処理しております。

会計基準変更時差異は、15年による定額法により費用処理しております。

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退任時に支給される株価連動型報酬に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上しております。当該報酬は、毎年一定数のポイントを付与し、役員退任時にポイントの合計

に株価を乗じて得た額を金銭または株式にて支給するものであります。

 

５  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および会計基準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財

務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等のうち、固定資産に係るもの

は投資その他の資産「その他」に計上し（５年均等償却）、その他は当事業年度の期間費用として処理してお

ります。

(3) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、20年間で均等償却しております。

なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんは、20年間で均等償却しており

ます。
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（表示方法の変更）

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表

等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。それに伴い、財務諸表等規則第77条に定める営業

原価明細書については、記載を変更しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に

変更しております。

　

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略して

おります。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切り下げに関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の３の２に定める減損損失に関する注記については、同条第２項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、

同条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略して

おります。

　

貸借対照表

前事業年度において区分掲記しておりました流動資産の「未収入金」については、金額的重要性が乏しくなった

ため、当事業年度より流動資産の「その他」に含めて表示しております。

　

損益計算書

前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「補修工事費」については、金額的重

要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。
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（貸借対照表関係）

※１  これらの資産のうち担保に供している資産と担保付債務は次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

販売用不動産 778 －

仕掛販売用不動産 15,966 24,403

開発用不動産 4,040 －

その他（投資その他の資産） 1,349 1,349

計 22,134 25,752
 

 

(2) 担保付債務

 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

１年内返済予定の長期借入金 4,969 6,040

長期借入金 12,554 14,173

計 17,523 20,213
 

 

上記以外に住宅瑕疵担保履行法に基づく保証供託金および営業保証供託金として差し入れている資産は次のと

おりであります。

 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

その他（流動資産） 5 －

投資有価証券 53 54

その他（投資その他の資産） 535 582
 

 

２  保証債務

 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円
顧客住宅ローンに関する抵当権設定登記完
了までの金融機関等に対する連帯保証債務

33,174 33,484
 

 

※３　関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権または金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

金銭債権  短期 4,616 3,766

金銭債務  短期 759 194

金銭債務  長期 12 －
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※４  事業年度末日満期手形の処理

事業年度末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度末日が金融機関の休日

であったため、事業年度末日満期手形が以下の科目に含まれております。

 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

 百万円 百万円

受取手形 14 －

支払手形 4,288 －
 

 

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引

関係会社との営業取引および営業取引以外の取引の取引高の総額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当事業年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

 百万円 百万円

営業取引   

営業収入 193 279

営業費用 3,377 2,828

営業取引以外の取引高 5,595 6,338
 

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額ならびにおおよその割合は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 百万円 百万円

広告宣伝費 6,252 3,744

支払手数料 2,219 2,245

給料手当及び賞与 6,069 5,703

賞与引当金繰入額 410 552

役員賞与引当金繰入額 27 45

退職給付費用 668 704

役員退職慰労引当金繰入額 26 20

減価償却費 266 298

業務受託料 △2,429 △2,384
 

 

おおよその割合   

販売費 76％ 70％

一般管理費 24％ 30％
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※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 百万円 百万円

建物 17 －

土地 △6 －

その他（有形固定資産） 0 －

計 11 －
 

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 百万円 百万円

建物 57 2

その他（有形固定資産） 9 18

計 67 20
 

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成25年３月31日）

　

子会社株式（貸借対照表計上額  24,256百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。

　

　

当事業年度（平成26年３月31日）

　

子会社株式（貸借対照表計上額  54,350百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

 百万円 百万円

繰延税金資産   

  減損損失 3,107 3,184

  投資損失引当金 901 332

  退職給付引当金 858 1,462

  繰越欠損金 21,748 16,929

  その他 999 1,467

繰延税金資産小計 27,615 23,376

評価性引当額 △24,050 △20,878

繰延税金資産合計 3,564 2,498

繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 80 151

  その他 48 57

繰延税金負債合計 129 209

繰延税金資産の純額 3,435 2,288
 

　

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

 ％ ％

法定実効税率 38.0 38.0

（調整）   

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3 0.8

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △12.4 △25.2

  住民税均等割 0.1 0.2

  のれん償却額 0.1 －

  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正等 － 2.4

  連結納税による影響額 △0.9 △1.6

  評価性引当額 △21.8 △21.3

  その他 0.1 －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.5 △6.7
 

　

３  法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月

１日に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。また「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成26年法律第４号）および「地方法人税法」（平成26年法律第11号）が平成26年３月31日に公布さ

れ、平成27年４月１日に開始する事業年度から住民税率が軽減される代わりに、国税とされる地方法人税が課さ

れることになりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成

26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等について、従来の38.01％から35.64％となりま

す。

この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が221百万円減少し、法人税等調整額が

221百万円増加しております。

 

（企業結合等関係）

連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

区分 資産の種類
当期首残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期償却額

（百万円）
当期末残高
（百万円）

減価償却

累計額

（百万円）

有形固
定資産

建物 2,374 59
34
(32)

104 2,294 1,824

構築物 22 －
0
(0)

1 20 32

機械及び装置 29 － － 3 26 37

工具、器具及び備品 295 63
41
(0)

75 241 297

土地 11,936 －
192
(192)

－ 11,744 －

リース資産 26 6 16 7 9 5

計 14,684 129
285
(224)

192 14,336 2,198

無形固
定資産

のれん 468 － － 45 422 233

ソフトウエア 363 730 － 123 970 261

その他 360 584 699 0 245 0

計 1,191 1,315 699 169 1,638 495
 

（注）「当期減少額」のうち（ ）内は、減損損失の計上額で内数であります。

 
【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 149 16 18 148

投資損失引当金 2,373 － 1,439 934

賞与引当金 506 689 506 689

役員賞与引当金 27 47 27 47

役員退職慰労引当金 154 20 2 173
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 ―

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え （注）１

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店

名義書換手数料 無料

新株交付手数料 無料

単元未満株式の買取り・
売渡し

（注）２

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所    （注）１ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める額

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。

http://www.daikyo.co.jp/e-koukoku

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

（注）１  「株式の名義書換え」欄、および「単元未満株式の買取り・売渡し」欄の「取次所」は、株式等振替制度の

対象とならない各優先株式のみに係る記載であります。

２  当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができないも

のとしております。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当てまたは募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度  第89期（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）平成25年６月20日関東財務局長に提出。

 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書およびその確認書を平成25年７月３日関東財務局長に提出。

　

(3) 内部統制報告書

平成25年６月20日関東財務局長に提出。

　

(4) 四半期報告書及び確認書

第90期第１四半期（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）平成25年８月９日関東財務局長に提出。

第90期第２四半期（自  平成25年７月１日  至  平成25年９月30日）平成25年11月８日関東財務局長に提出。

第90期第３四半期（自  平成25年10月１日  至  平成25年12月31日）平成26年２月12日関東財務局長に提出。

　

(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書

平成25年８月７日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

平成26年２月27日関東財務局長に提出。

　

(6) 発行登録書（社債）及びその添付書類

平成26年３月26日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　
平成26年６月25日

株式会社大京

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   熊   木   幸   雄   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   岡   野   隆   樹   ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大京の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社大京及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社大京の平成26年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社大京が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注)１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

　２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成26年６月25日

株式会社大京

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   熊   木   幸   雄   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   岡   野   隆   樹   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大京の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第90期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社大京の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注)１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

　２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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